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はしがき  

 

	 ついにこの時が来たか…という思いである。 3 年生の時から、卒論

を書き終えてはしがきを書く瞬間が自分にも来るのだろうかとずっ

と信じられない気持ちでいた。今、その時が訪れているが、想像して

いたよりもあっさりとしていて少し戸惑っている。何を書こうか。  

	 2 年生の頃、数学がめっぽう出来ないのにも関わらずなぜか商学部

にいた私は、ボランティアなど社会貢献に漠然と興味を持っていた。

そのため、ゼミ選びで CSR が学べる谷本ゼミを見つけた時は「ここし

かない！」と思い、あまり迷うことなく選考を受けた記憶がある。結

果、無事に合格してこのゼミで 2 年間を送ったわけだが、このゼミに

入れて本当に良かったと思う。  

	 まず、読む・書く・聞く・話すといった基本的な力が身についたこ

とは本当に大きい。最初の頃は文献を読んで気になった単語について

調べてレジュメにまとめるだけだったが、問題提起とは決してそのよ

うなものではないと知った。討論においては、いかに事前準備として

ネタ（知識）を豊富に持っているかが勝敗を分けることを知った。こ

こに書いて良いことではないのかもしれないが、いつか谷本先生が

「卒業したら専門知識については忘れてもいい。けど、読むとか書く

とかいう基礎的な力は忘れないでほしい」というように言っていたこ

とが忘れられない。興味のある分野を学べたことはもちろん、今後の

人生で長く自分を支えるであろう力をつけられたことが嬉しかった。 

	 そして、決して楽ではなかったゼミの活動を一緒に過ごしてきたゼ

ミの仲間は大切な存在だ。先生に怒られながらもどうすれば良い報告

ができるのかを必死に模索したり、夏休みの始めを返上してゼミ合宿

の課題に取り組んだり、就活や卒論執筆を励ましあった同期、先輩、

後輩には感謝の気持ちでいっぱいである。特に同期はゼミ活動以外の

時も飲みに行くことがあったりと、良い仲間に恵まれたと思っている。 

	 グループで協力して作業することが好きな私にとって、 1 人で取り

組む卒論は最後にして最大の難関だった。セルフマネジメントが得意

とはいえない私は、計画を立てても実行しないし、期限はギリギリま

で追い込まれないと手を付けない。ましてや 1 年スパンの卒論ではい

つに何をどうしておけば良いのかまったく分からなかった。  

	 社 会 貢献に興味があってこのゼミに入った私は卒論でソーシャル

ビジネスがやりたいと先生に相談し、気がついたらテーマが「フェア
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トレード」に決まっていた。興味のある分野ではあったが、企業や団

体の人が取り合ってくれるか不安だったのと同時に、あまり流行りも

ののような論文にはしたくないという思いが少なからずあった。  

	 日本での先行研究が少ないゆえ、現場をたくさん見よう！と思い企

業やフェアトレード団体、そして各種のイベントになるべく足を運ん

だ。お忙しい中不勉強な私に辛抱強く付き合ってくださった取材先の

方々には本当に頭があがらない。今なら少しはましな取材ができるの

に…と思うばかりである。  

	 そして提出期限までの 1 週間は怒涛の日々だった。足りていない理

論を詰めながら朝までパソコンと格闘し、 1 日 1 万字ペースで進める

こともあった。とにかく孤独だったが、深夜にも同期と連絡を取って

励ましあったり、en te r キーの打ちすぎで小指が腱鞘炎になりかけたり、

栄養ドリンクの効き目と眠気が入り混じって頭をぐるぐるさせなが

ら眠りについたりと、今となってはすべてが良い思い出だ。  

	 本論文は、フェアトレードと、主に消費者に商品を販売する B to  C

企業の関係性について考察したものである。フェアトレードの特性と

企業のマーケティング志向との違いを浮き彫りにし、企業がフェアト

レードに取り組む際には何が課題となってくるのか、またフェアトレ

ードの“普及”において企業が貢献できることは何か、ということを

自分なりに明らかにしたつもりだ。研究としてはまだまだ甘いもので

あるが、フェアトレードに対して少しでも新しい見解が示せているの

なら、これ以上嬉しい事はない。  

 

	 最 後 に な り ま し た が 、 お 忙 し い 中 快 く 取 材 に 応 じ て く だ さ っ た

SoooooS .カンパニーの中間大維様、ネパリ・バザーロの土屋春代様、

土屋完二様、高橋百合香様、平野裕里香様はじめスタッフ・ボランテ

ィア・関係者の皆様、そして 2 年間お世話になった谷本先生、O B O G・

研究室・大学院生・ゼミテンの皆様に厚く御礼申し上げます。  

 

	 将来何らかの形で、卒論を通して見出した自分の考えを活かせる場

面が来れば良いな、と密かに思っている。  

 

 

2015 年 1 月 30 日  
樋口祥子  
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第１章 	 なぜフェアトレードなのか  

 

第 1節 	 問題提起：フェアトレードを取り巻く現状 	 

〜消費者認知度の観点から〜 	 

 

	 近年、日本国内においても「フェアトレード」（ f a i r  t r ade ,  f a i r t r ade）

という言葉を耳にすることが多くなった。  

	 「フェアトレード」とは、様々な定義が存在するが「公正な貿易」

と訳すことができ、簡単に説明すると貿易の仕組みの改善によって途

上国の人々の労働における諸問題を解決しようというものである。安

く、大量に流通させるという先進国企業のニーズが高まるほどに、安

い賃金で雇われている途上国に負担がかかっているという問題意識

が先進国においても自覚されるようになり、日本においてもその言葉

は急速に広まりを見せるようになった。近年、フェアトレードを冠し

た「フェアトレード製品」を店頭で見かけることも少なくはない。  

	 渡辺（ 2013）は、フェアトレードの認知に関して「知名度」「認知

率」「認識率」の 3 つのレベルに分けて検証している 1。 	  

	 まず、「知名度」は ”フェアトレードという言葉を見聞きしたことが

ある、ないしは知っている割合 ”と定義付けられている。様々な団体

が行った全国調査によって明らかになった「フェアトレード」という

言葉の「知名度」の推移は以下の通りである。  

 

図表 1-1	 フェアトレードの認知度  

 

出所：渡辺（ 2013） p .137 より  

h t tp : / / r epos i to ry . tku .ac . jp /d space /b i t s t r eam /11150 /1184 /1 /genhou25-05 .pd

f  
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	 知名度の数値にバラつきが見られるのは、各団体で行った調査で調

査対象やサンプル数に違いがあるためであり、同じ団体が行った調査

のみに注目すると（ここで言えばデルフィスがそれに当てはまる）、

フェアトレードの知名度は年々上昇していることが分かる。  

	 次に「認知率」についてだが、これは ”フェアトレードが「貧困」

ないし「環境」の問題に関わる言葉であると知っている人の割合 ”と

定義付けられている。渡辺は、フェアトレードタウン・ジャパンが 2012

年に行ったフェアトレードの知名度・認知率調査を用いて、知名度と

認知率にはギャップがあることを指摘している。  

 

図表 1-2	 フェアトレードの知名度  

 

出所：渡辺（ 2013） p .138 より  
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図表 1-3	 フェアトレードの認知率  

 
出所：渡辺（ 2013） p .139 より  

 

	 図表 1-2 の「知名度」に注目すると、「フェアトレード」という言葉

に少しでも触れたことがある人は 541 人、そして図表 1-3 の「認知率」

においては、フェアトレードを「認知」していると認められる人が 276

人であることが分かる。  

	 フェアトレードの認知度が全体の 25 .7％であること、またフェアト

レードを「知っている」と答えた人でも、その言葉を貧困や環境に結

びつけることができなかった人が半数近くにのぼる（ 541 人中 265 人

=49 .0%）ことから、「フェアトレード」という単語のみが一人歩きし

ており、人々の理解にまで至っていない、もしくは誤った認識をされ

ているという事実が浮かび上がってくる。  

	 最後に「認識率」についてだが、これは ”言葉の意味を漠然と知っ

ているだけでなく、「正しく理解している」こと ”を満たす人の割合と

されている。フェアトレードを「認知」している人よりもより明確に

フェアトレードの意義を把握している人の割合ということになるが、

2008 年にチョコレボが行った調査と 2012 年にフェアトレードタウ

ン・ジャパンが行った調査を比較すると（図表 1-4）、2008 年から 2012

年で全体で 0 .5 ポイントわずかに増加していることが分かる。  
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図表 1-4	 フェアトレードの認識率  

 

出所：渡辺（ 2013） p .142 より  

 

最後に、渡辺は以上の「知名度」「認知率」「認識率」の 3 つを総合し

て、年々各数値が増加していることから、「知名」から「認知」へ、「認

知」から「認識」へとフェアトレードを正しく理解する人が今後増え

ていく可能性（図表 1-5 における実線から破線へのシフト）を示唆し

ている。  

 

図表 1-5	 フェアトレードの知名度・認知率・認識率  

 
出所：渡辺（ 2013） p .143 より  

 

	 知名度・認知率・認識率の調査によって、人々のフェアトレードへ

の理解の度合いが様々であること、各数値が年々増加傾向にあること

が分かった。しかし、この結果から今後もさらなる認知が見込まれる

というのは安易な結論だろう。なぜならば、単純に時間が経てば認知
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が広まっていくと言うことはできないからである。そこで、ここから

は国内におけるフェアトレードを相対的に捉えた上で、フェアトレー

ドの現状と課題を探った上で、今後の可能性についてより明確に検討

したいと思う。  

	 内閣府による「国民生活選好度調査」において、消費者の社会的価

値行動を調査する目的で 2008 年に初めてフェアトレードに関する質

問項目が組み込まれた 2。そこではフェアトレード製品を購入する意志

のある人は全体の約 2 割と低い結果にとどまった。  

 

図表 1-6	 内閣府 	 国民生活選好度調査（ 2008 年）  

 

出所：内閣府 	 平成 20 年版国民生活白書  

h t tp : / /w w w 5.cao .go . jp / se ika t su /w h i t epape r /h20 /10_pdf /01_honpen /pd f /08

sh_0102_02 .pd f  

 

また、大平・薗部・スタニスロスキー（ 2013）の調査では 9 割以上の

消費者がフェアトレード製品の経験がないとされた 3。この調査は日本

のソーシャル・コンシューマー 4に関する研究のため、倫理的消費につ

ながるものとして物品寄贈やオーガニック商品の購入の経験の有無

なども調査の質問に含まれていたが、そのような他の項目と比較して

もフェアトレード製品の購入経験は最も少なかった。ここから日本に

おけるフェアトレード商品のシェアやニーズが低いことが分かり、ま

た社会的関心の高い消費やであってもフェアトレードに関する認知
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や経験は他に比べると充分なものではないことが見えてくる。  

しかし、フェアトレードが盛んな欧米ではフェアトレードの登場以来

確実に認知を伸ばし、現在でも広がりを続けていることから、日本に

おいてもその傾向となる可能性はあると言える。むしろ、日本での認

知が低かったり市場が狭かったりする今であるからこそ、これからの

日本のフェアトレードに関して検討する価値があるとも言えるだろ

う。  

 

第 2節 	 本論文の目的 	 

	 

	 本論文は日本におけるフェアトレードについて、「いかに消費者に

対してフェアトレードの普及を行っていくのか」ということを主題に、

生産者側の問題から派生しているフェアトレードをいかに消費者に

訴求していくのか、また、近年日本においてフェアトレードに取り組

む企業が増加しているということにも注目して、企業がフェアトレー

ドの普及に貢献することができるのか、企業のフェアトレードに対す

る取り組みについて考察していきたい。なお、本論文での「普及」と

は、単にその単語を見聞きしたことがある、というのではなく、「消

費者が背景にある問題をしっかりと把握し、そこに問題意識を感じた

うえですすんでその商品を選ぶようになること」を意味することとす

る。したがって本論文で検討するフェアトレードに関わる主体は主に

フェアトレードに関する活動を行う団体、企業、そして消費者、とい

うことになる。そして企業については、消費者との接点を持つ B to  C

企業を指すことになる。  

	 フェアトレードは、先程も述べたように途上国の問題に根ざしたも

のであり、いかに消費者に満足してもらうか、というよりは、いかに

生産者への利益を作れるか、ということに焦点が置かれるという特徴

がある。そのような生産者志向の製品をいかに消費者に近づけていく

か、というところに本論文の最大のポイントがあるといえるだろう。 

	 フェアトレードの意義や課題を正確に捉え、そのうえで現在の日本

におけるフェアトレードの現状、企業や団体の取り組みを考えなおす

ことで、現在行われている「フェアトレード活動」というものが認知

や問題解決にどのように影響しているのか、また果たして正しい問題

解決につながっているのか、ということも検討していきたい。国内に

導入されて間もない「フェアトレード」という新たな貿易の形が、企
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業や団体の取り組みによってどのように消費者の行動に影響を与え

ていくのか、またどのようにすれば効用を最大化し、真の問題解決に

繋げることができるのか。日本のフェアトレードの未来について、企

業・フェアトレード団体・消費者との関わり方という観点から考察し

ていくこととする。  

 

第 3節 	 論文の流れ 	 

	 

	 本論文の流れを簡潔に記すと、問題提起、主題となる題材の詳細、

題材に関する現状・考察、現状からの課題・解決策抽出、今後に対す

る考察、という構成になっている。  

	 第 1 章において問題提起をした後、第 2 章では「フェアトレードの

概要・歴史」として、フェアトレードとはどのようなものか、誕生の

背景と現在までの歴史を、主に社会への広まりという視点を持ちなが

ら追っていく。フェアトレードがどのような問題意識から生まれたも

のか、ということについては、フェアトレードの本質を語る上で欠か

せないものだろう。また、フェアトレードとはどのようなものかを示

し、その仕組みによってどのようなプロセスで問題が解決するのかと

いうことを説明する。フェアトレードの仕組みの他、フェアトレード

の基準や原則、世界的イニシアティブを取る団体についても概要を記

す。併せて本論文でフェアトレードを考えるにあたって重要と思われ

るフェアトレードの特徴（生産者志向、認証型・提携型）に関しても

触れ、本論文において重要な点を確認しておく。  

	 第 3 章では「日本におけるフェアトレード」として、本論文の主題

である日本のフェアトレードについて調べていく。日本のフェアトレ

ードの歴史の始まりは 1970 年代といわれるが、それ以降どのように

広まりをみせたのか。世界のフェアトレードの歴史の視点と同じく社

会への広まりという視点で見ていきたい。現状については第 1 章で述

べた現状をさらに深堀りし、認知度や消費者の購買意識、フェアトレ

ード活動に取り組む団体や組織の動向を見たり、海外の市場規模との

比較を行うことで、フェアトレードの現在の課題や今後の可能性につ

いて探っていく。  

	 第 4 章「日本でフェアトレードを ”普及 ”させるには」という所では、

フェアトレードの普及に関して現状ではどのような議論がなされて

いるかを調査する。フェアトレードに関する研究、マーケティングに
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関する研究、消費者行動に関する研究の 3 つを軸に、「生産者志向」

の製品がいかにして広まるか、また背景にある問題をどうすれば消費

者に認知することができるか、ということに関して、国内外の事例も

交えながら考察を行う。  

	 第 5 章の「フェアトレード現場の声」では、実際に日本でフェアト

レードに関する活動を行う企業・団体の方にインタビューを行った結

果を掲載する。企業からはフェアトレード製品を扱い始めて間もない

ことから、今後どのような取り組みが必要だと感じているかの見解、

またフェアトレード団体からは団体としてのフェアトレードの考え

方や企業がフェアトレードに取り組むことへの懸念などを主に伺う

ことができたため、考察においては両者の意見をすり合わせて企業が

フェアトレードに取り組む際の課題を明らかにする。  

	 第 6 章「総括〜生産者志向の商品を消費者に近づけるには〜」では、

ここまで先行研究、インタビューと参与観察を経て得た見解を踏まえ

て、改めて「日本でフェアトレードを普及させるために企業ができる

こととは」ということについて考察を行う。フェアトレードの本質や

特徴、フェアトレード団体の考え方、フェアトレード団体の持つ強

み・弱み、企業の持つ強み・弱み、そして 2 者の認識の違いなどすべ

てを加味したうえで、企業がどのような形でフェアトレードに貢献で

きるかという疑問に対して筆者なりの答えを述べ、また今後の課題や

可能性を示して本論文を終えようと思う。  
                                                             
1  渡辺（ 2013） p p 1 3 6 ~ 1 5 0  
2  内閣府（ 2008） p p 3 9 ~ 4 5  
3  大平・薗部・スタニスロスキー（ 2014） p 1 8  
4  「消費を通じて社会的課題の解決を行う個人」と定義する。（大平・薗部・ス
タニスロスキー（ 2014） p 4）  
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第２章 	 フェアトレードの概要・歴史  

 

第 1節 	 フェアトレードとは 	 

	 

（ 1） 	 フェアトレードの定義 	 

 

	 フェアトレードには様々な定義が存在するが、フェアトレードの世

界で特に影響を与えているヨーロッパの 4 団体（ FLO  In te rna t iona l、

IFA T 1、N EW S!、 EFTA）が 2001 年 12 月に合意した共通定義が最も一

般的なものとなっている。日本においてもこの定義が一般的とされ、

フェアトレード・ラベル・ジャパン（ FLJ）はこの共通定義を次のよ

うに訳している。  

 

フェアトレードの共通定義  

Fair  Trade  i s  a  t rad ing  par tnersh ip ,  based  on  d ia logue ,  t ransparency  

and  re spec t ,  t ha t  s eeks  g rea te r  equ i t y  in  in t e rna t iona l  t rade .  I t  con t r ibu te s  

to  sus ta inab le  deve lopm en t  by  o f f e r ing  be t t e r  t rad ing  cond i t ions  to ,  and  

secur ing  the i r  r igh t s  o f ,  d i sadvan taged  producers  and  workers  -  e spec ia l l y  

in  the  Sou th .  Fa i r  Trade  organ i za t ions  (backed  by  consum ers )  a re  ac t i ve ly  

engaged  in  suppor t ing  producers ,  in  awareness  ra i s ing  and  in  

cam pa ign ing  fo r  changes  in  the  ru le s  and  prac t i ce s  o f  conven t iona l  

in t e rna t iona l  t rade .  

フェアトレードは、対話、透明性、敬意を基盤とし、より公平な条

件下で国際貿易を行うことを目指す貿易パートナーシップである。特

に「南」の弱い立場にある生産者や労働者に対し、より良い貿易条件

を提供し、かつ彼らの権利を守ることにより、フェアトレードは持続

可能な発展に貢献する。フェアトレード団体は（消費者に支持される

ことによって）、生産者の支援、啓発活動、および従来の国際貿易の

ルールと慣行を変える運動に積極的に取り組む事を約束する。  

出所：フェアトレード・ラベル・ジャパン

h t tp : / /w w w .fa i r t r ade - jp .o rg /abou t_ fa i r t r ade /000012 .h tml  

	 この定義における特徴は、“特に「南」の弱い立場にある生産者や

労働者”に目を向け、従来の国際貿易システムを変えることを目指し
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ていることだろう。フェアトレードは、従来の貿易に対して別の方法

を示していることにより、オルタナティブ・トレード（ A l te rna t ive  T rade）

とも言われ、従来の貿易システムを変えるものではなく、従来の貿易

に加えて他の方法を提示するものだとの意見もあるが、どちらにおい

ても生産側の問題を解決するために新たな視点を提示しているもの

だと言ってよいだろう。また、W FTO はフェアトレードに取り組むに

あたって着手すべき重要な事項を、指針として発表している。  

フェアトレード 10 の指針  

1 .  生産者に仕事の機会を提供する  

2 .  事業の透明性を保つ  

3 .  公正な取引を実践する  

4 .  生産者に公正な対価を支払う  

5 .  児童労働および強制労働を排除する  

6 .  差別をせず、男女平等と結社の自由を守る  

7 .  安全で健康的な労働条件を守る  

8 .  生産者のキャパシティ・ビルディングを支援する  

9 .  フェアトレードを推進する  

10 .  環境に配慮する  

出所：ピープル・ツリー  

h t tp : / /w w w .peop le t r ee . co . jp / f a i r t r ade / s t anda rd .h tm l  

（W FTO の指針をピープル・ツリーが和訳したものを抜粋）  

 

（ 2） 	 フェアトレードの仕組み・目的 	 

	 

	 「公正な貿易」と訳されるフェアトレードだが、従来の貿易とはど

のような点が異なるのか。なぜ、フェアトレードの定義において“特

に「南」の弱い立場にある生産者や労働者 ”にスポットが当てられ、“彼
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らの権利を守ること ”が目指されているのか。ここではフェアトレー

ドが生まれた背景となっている問題について述べ、従来の貿易の仕組

みと比較をしながら、フェアトレードのどのような独自の仕組みによ

って問題の解決を目指すのかということを明らかにしたいと思う。  

 

① 	 途上国における労働問題 	 

	 

	 フェアトレードの定義において、「南」と指される生産者の対象地

域はアフリカ、アメリカ（中央・南部のラテンアメリカとカリブ海諸

島）、アジア、オセアニアであり、その中でも低〜中開発国 2、つまり

南の発展途上国を対象としていることになる。そもそも定義において

わざわざ「南」と記されているのは、フェアトレードが南北の経済格

差を解消する 3ことが目指されているためという理由が大きいだろう。 

	 そもそもなぜフェアトレードが必要とされ、近年関心が高まってい

るのか。渡辺（ 2010）は、その要因は途上国の国内的な要因と国際的

な要因に大別することができるとしている 4。その中でも特に重要と思

われるものを挙げておく。  

 

① −1	 国内的な要因 	 

 

i.  仲買人による支配 	 

	 

	 貧しい生産者の場合、作った製品を市場に持っていくまでの運搬手

段（トラックはもちろん馬やロバなど）を持っておらず、とりわけ遠

隔地に住む者は「仲買人」に頼らざるを得なくなる。仲買人は生産者

と市場を繋ぐ役割を担っており、生産者にとっては自らの生活収入の

ために欠かすことのできない存在だ。そこで、仲買人は彼らを ”利用 ”

するのである。業者との交渉の手立てを持たない、市場の知識や情報

に弱い、また充分な教育も受けておらず読み書きや計算が苦手という

生産者の弱みにつけ込み、仲買人が生産者に生産コストを下回る価格

で製品を売らせるという現象が生じている。さらに遠隔地の生産者は

社会的にも孤立しており、高圧的な仲買人に一人で立ち向かわなけれ

ばならない、またバナナなどの腐りやすい農産物は早く売らなければ

ならないため別の仲買人を待っていられないという状況にあるため、

仲買人の要求を拒めないという立場に立たされているのだ。さらに、



 17 

彼らが生活費に困っても金銭を借りるあてがないことを利用し、高利

貸しを行って借金返済のために労働させるというケースもあるよう

だ。  

 

ii.  劣悪な労働環境 	 

 

	 途上国の労働者の労働環境は深刻なものだ。それは労働の待遇に関

する問題と、働く場の物理的な環境に対する問題の両方が挙げられる。 

	 ま ず 労働の待遇に関して問題とされているのが債務労働と児童労

働だ。 i .で述べたように、生産者は日々を生き延びるために借金をす

る。生活費を借金した生産者は自らや子どもを借金のかたに取られ、

借金分を返すまで働かされることになるのだ。この論理でいけば借金

分を完済すれば生産者は晴れて「自由の身」となるはずなのだが、雇

う側の人間は生産者を働かせている期間中も生産者に法外な利子を

課したり生活費を要求するなどして、彼らを「労働者」として半永久

的に働かせる仕組みを取っているのだ。そして彼らの生活のために彼

らの子どもも働きに出さなければならず、充分な教育を受けずに貧し

い労働者のままで育った子どももまた、自分の子どもを働かせなけれ

ばならないという悪循環が生じることになるのだ。  

	 次に働く場の物理的な環境についてだが、特にプランテーションの

労働者においては先進国では使用禁止になっている農薬が散布され

る影響で、それに対して防具なども提供されずに深刻な健康被害を被

るケースも多い。また、農薬や薬品が現地の下水や川に入り込んでそ

の土地の人々や生態系にまで害を及ぼすこともある。農薬をはじめ、

高所での危険な作業などに対しても、彼らがケガをしたり命を落とし

たことに対して補償されるのは極めて稀なのだ。  

 

① −2	 国際的な要因 	 

 

i.  一次産品価格の長期下落と乱高下 	 

	 

	 発展途上地域は、先進工業国が必要とする原材料や嗜好品を供給す

る基地として、また先進国が作った工業製品を消費する市場として、

植民地時代から今日に至るまで国際社会に組み込まれてきた。そのよ

うな中で、途上国はそのような先進国からのニーズのある産品の生産



 18 

に特化することとなるのだ。しかし、このように一国の経済を一、二

品目の産品に頼ると、その産品の価格の上下によって途上国の経済が

大きく左右されるという危険性を孕むこととなる。国際連合食糧農業

機関（ FA O）（ 2009）によると、コーヒーや紅茶、綿花や麻などの産

品がポンド・ドルにおいて 1970 年代〜 2000 年代にかけて下落してい

る 5。これは、先進国による投機マネーや世界規模の金融・経済恐慌の

影響が大きいというのだ。このように国際市場にいながらにして先進

国の煽りを受ける状況にある途上国の労働者の収入は非常に不安定

なものといえるだろう。  

 

ii.  国際商品協定の崩壊 	 

 

	 1920 年代、アメリカをはじめとした先進諸国は一次産品価格の乱高

下や長期的な下落を防ぐため、国際商品協定 6を結んで価格と生産者の

生活の安定を図ろうとした。国際商品協定にはあらかじめ公正と思わ

れる価格帯を産品ごとに設定し、市場価格がその価格帯を上回って高

騰したり、下回って暴落したりすることを防ぐことに大きな狙いがあ

った。戦後も新たな国際経済システムを組み込むため協定は改定を重

ね つ つ 続 け ら れ る こ と と な る 。 1976 年 の 国 際 連 合 防 衛 期 開 発 会 議

（ U N CTA D）では一次産品総合プログラム 7が採択され、特に途上国で

関心の高い品目について総合的に解決する道筋が示された。その後、

国際ココア協定、国際天然ゴム協定、国際ジュート協定などが締結さ

れ、途上国の一次産品問題を解決する足掛かりとなったのも束の間、

先進国内では市場の原理を最優先するネオリベラリズムが台頭しは

じめ、市場価格を操作しようとする国際商品協定を拒みはじめたのだ。

国際商品協定を支える先進諸国が拒否の姿勢を見せたことであらゆ

る協定は失効または消滅し、市場原理主義が主流となったことで途上

国の生活は再び産品の価格の高騰・下落に左右されることとなったの

である。  

 

iii.  北の不公正政策 	 

	 

	 「北」—すなわち先進国は、途上国との対等な立場の貿易ではなく、

途上国には市場開放を要求しておきながら自らの市場は閉ざそうと

するなど、一方的な政策を行っていた。例えば関税やダンピング輸出
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がそれにあたるだろう。途上国に競争力がある農産物や繊維などの系

工業製品に対して高い関税をかけたり、原材料から完成品へと加工度

が高くなるにつれて関税を高くかける傾斜関税、ダンピング輸出によ

って輸出コストよりも大幅に低い値段で輸出を行うことで国際市場

での売上を伸ばすといったことで途上国を苦しませる結果となった。 

 

	 以上のような背景から、国際市場が「北」の先進国によって推し進

められた結果彼らの有利になるような仕組みが作られ、「南」の途上

国の経済が軽視もしくは無視されるような状況になってしまったこ

とが分かるだろう。フェアトレードが“特に「南」の弱い立場にいる

生産者や労働者”を対象とする理由はここにあると考えられる。南北

での経済格差の解決を目指してフェアトレードが提唱されるように

なり、同じように問題意識を持った人々によって注目され、広まって

いくようになるのだ。  

 

② 	 フェアトレードのメカニズム 	 

 

	 それでは、フェアトレードは一般的な貿易とはどのように異なり、

どのように作用して途上国の問題を解決する仕組みになっているの

か。  

	 フェアトレードはその産品ごとに生産・加工製造や流通の仕組みは

異なってくるが、ここでは最も代表的な自営の生産者のケースを取り

上げる。  

  



 20 

 

図表 2-1	 フェアトレードの仕組み  

 

出所：渡辺（ 2010） p .7 を元に樋口が作製  

 

	 従来の貿易とフェアトレードの仕組みを比較して異なるのは、従来

の貿易における仲買人の存在と、フェアトレードにおける生産者組合、

フェアトレード団体の存在だ。前項で述べたように、生産者から市場

の間に不正に利益を得ようとする仲買人が存在すると、生産者の生活

が圧迫されるおそれがある。そこで、仲買人によるリスクをなくすた

めに生産者組合とフェアトレード団体が存在しているのだ。本論文で

は、渡辺（ 2007）の定義を用いてフェアトレード団体を「消費者の支

持のもとに、生産者への支援、人々の意識の向上、そして従来からの

国際貿易のルールや慣行を変革するキャンペーンを積極的に推し進

める団体である。」 8と定義しておく。  

	 従来の貿易では、貧しい生産者は作った製品を市場まで持ち込む力

がないため仲買人は絶対的な存在であった。それを、フェアトレード

では生産者個人ではなく、生産者同士で組合を作ることで生産者側へ

のエンパワーメントを試みている。生産者団体はフェアトレード団体

（これについては後述する）が生産者の現場に直接出向いて結成させ

る場合も多い 9。組合が成長して力やノウハウを身につけると、自らが

公正な仲買人の役割を果たしたり、輸出業務まで担ったりするものが
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出てくる場合もある。  

	 次に、従来の貿易であれば生産者から輸出業者、輸入業者、（産品

によっては）加工製造業者、卸問屋、小売店、を通して消費者に届け

られる場合が一般的だが、フェアトレードにおいては、これらの中間

プロセスの一部、また場合によってはすべてが省略されることがある。

それは、前述の通り力をつけた生産者団体であれば自らで加工製造を

行ったり、輸出業務を行って輸出業者を通さずに輸入業者に直接売っ

たりと生産だけに限らないプロセスまで担うことができる場合もあ

り、そうではない場合でも、フェアトレード団体が輸出入業務を行う

ことがあるからである。また、フェアトレード製品はフェアトレード

団体の運営する店やカタログ、インターネット上で販売されるか、小

売店で売られる場合でもフェアトレード団体が製品を小売店に卸す

業務までを行うため、問屋を通すことがほぼない。  

	 このように比較すると、フェアトレードが中間業者、または中間業

者の介在によって生じるマージンを減らすことで生産者へ正当な収

入を得られるようにする仕組みを目指していることが見えてくるだ

ろう。生産者はこの仕組みによって市場における権利や収入を獲得す

るだけではなく、仕事や商売の技能や知識も得ることができる。この

ような仕組みを続けていくことで、生産者の不公正＝アンフェアな立

場を解消し、生産者と消費者の公正＝フェアな関係を作っていくこと

が目指されているのだ。  

 

③ 	 国際的なフェアトレード運動組織 	 

 

	 ウィルズ（ 2008）によると、フェアトレード運動は大きく分けて以

下の 5 つの国際組織のもとに組織化されている 10。  

 

・ 	 国 際 フ ェ ア ト レ ー ド 連 盟 （ IFA T =  In te rna t iona l  Fa i r  T rade  

A ssoc ia t ion）※現 W FTO  

	 1989 年設立。フェアトレード団体の国際的なネットワークで、

現在約 70 カ国の団体が所属している。生産者、輸出業者、小売業

者で構成されており、「貿易によって、社会的に追いやられた人び

との生活を改善することができる。しかもそれは地球環境を犠牲に

せずに到達することができる」という共通の考えのもとに活動して

いる。彼らの目的は、従来の貿易とは違う公正な貿易を通して、不
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利な立場に置かれた南の生産者の生活を向上させるとともに、従来

からの世界貿易を公正なものへと変革することにある。  

	 2009 年、 IFA T は W FTO（W orld  Fa i r  T rade  O rgan iza t ion）に名称変

更を行った。フェアトレード団体が順守すべき指針（第 1 章参照）を

定めたり、加盟団体が基準を守り活動しているかのモニタリングを行

っている。  

 

・ 	 ヨ ーロッパ・フェアトレード協会（ EFTA  =  European  Fa i r  T rade  

A ssoc ia t ion）  

	 オランダの「フェアトレード・オリジナル（元 SO S 財団）」やド

イツの「ゲパ」、イギリスの「トレードクラフト」などのヨーロッ

パ 9 カ国 11 団体からなる組織。メンバーはすべてヨーロッパにお

いて老舗かつ最大規模を誇る輸入業者で、世界のフェアトレードの

ネットワーク化の先駆的存在である。輸入団体間の情報共有と協力、

共同作業の実施、途上国の生産団体との連携を目的とし、構成メン

バーの業務面での支援、メンバー間の協力・協働を推進している。

加えて W FTO や FLO の認証を受けられない生産者団体を対象とし

た情報提供や基準を満たすための支援、そして政府機関に対してフ

ェアトレード製品を積極的な購入を提言するなどのアドボカシー

活動にも力を入れ、一部活動については EC からの資金援助も得て

いる。  

 

・ 	 ヨーロッパ・ワールドショップ・ネットワーク（ N EW S!  =  N e tw ork  

o f  European  W or ld  Shops）  

	 1994 年設立。欧州に展開する「ワールドショップ」（W orldshops）

のネットワークとして、 1993 年の EU の発足も受けて全欧レベル

での活動の必要性が高まったことから発足した。ヨーロッパ 13 カ

国、 15 のワールドショップ組織が参加しており、このネットワー

クの元に 2500 店舗のワールドショップが参加しているという構図

になっている。ワールドショップ間の交流・協力を通して全欧規模

のフェアトレード・キャンペーンを繰り広げ、市民・消費者および

政府を啓発することをその目的に掲げ、食料貿易や児童労働、衣料

産業での労働条件などの問題に取り組んでいる。また、啓蒙活動と

して「欧州世界ショップデー」を開催し始めたものが、現在では

W FTO によって「世界フェアトレードデー」として世界規模のもの
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に広げられている。  

 2009 年、N EW S!は W FTO の先進国内での活動との重複が多いという

理由で、W FTO -Europe に合流する形で解散した。  

 

・ 	 国 際 フ ェ ア ト レ ー ド 認 証 機 構 （ FLO  =  Fa i r t r ade  Labe l l ing  

O rgan iza t ions  In te rna t iona l）  

	 1997 年に設立されたフェアトレードに関する国際的基準の設定

および認証機関。設立以来認証システムの統一に取り組んできた

FLO は、 2002 年には世界統一の国際フェアトレード認証ラベルを

完成させ、各国に順次新しいラベルへの切り替えを呼びかけていっ

た。基準を満たしているかの認証については、FLO -CERT という有

限会社を独立させ、この会社にその役割を担わせている。なお、日

本の「フェアトレード・ラベル・ジャパン（ FLJ）」は FLO の構成

メンバーの 1 つである。この組織の詳細に関しては、後の認証型フ

ェアトレードの項で詳しく解説する。  

 

・ 	 フェアトレード連盟（ FTF =  Fa i r  T rade  Fede ra t ion）  

	 FTF は北米オルタナティブ・トレード機構（ N A A TO）を前身と

した、北米のフェアトレード団体を主なメンバーに持つ組織である。

FTF はフェアトレードに完全にコミットした北米のフェアトレー

ド団体を強化することを主目的とし、独自に 9 つの原則を定め、そ

の原則を満たした団体に FTF のマークを使うことを認めている。  

	 FTF は W FTO に加盟しており、その立場は W FTO に近い。認証機関

としての役割のほか、「フェアトレード月間」を設けて全米での啓発・

普及キャンペーンを展開したり、「フェアトレード・アクション・ネ

ットワーク」というフェアトレードの普及に関心の深いボランティア

を繋ぐネットワークを創設している。  

 

図表 2-2	 FTF の 9 つの原則と認証マーク  

9 つの原則  

1 .  経済的、社会的に疎外された生産者のための機会を創出  

2 .  透明な説明責任関係を構築する  

3 .  能力を養成する  

4 .  フェアトレードの推進  

5 .  迅速かつ公平な支払い  
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6 .  安全と権利が保証された労働条件をサポート  

7 .  子どもの権利を保証する  

8 .  環境管理の促進  

9 .  文化的なアイデンティティを尊重する  

出所： Fa i r  T rade  Fede ra t ion  

h t tp : / /w w w .fa i r t r ade fede ra t ion .o rg / f a i r - t r ade - fede ra t ion -p r inc ip le s /  

 

FTF 認証マーク  

 
出所： Fa i r  T rade  Fede ra t ion  

h t tp : / /w w w .fa i r t r ade fede ra t ion .o rg / logo /  

 

・ 	 FIN E の形成  

	 FLO、 IFA T、N EW S!、EFTA の 4 団体は、1998 年にそれぞれの頭

文字を取った非公式ネットワーク組織「 FIN E」を形成した。アド

ボカシー活動の強化を主な目的とし、 EU や W TO を主なターゲッ

トとしてフェアトレードに関する意識啓発やフェアトレード調達、

生産者への支援、貿易政策の変更、企業への規律強化などを要求し

てきた。時代とともにフェアトレードという言葉が社会に広まって

きたことを受けて発足した背景もあるため、「フェアトレード」の

正しい言葉の意義を広めるべく、 1999 年に最初の共通定義を生み

出した。現在の定義は 2003 年に改定されたものである（第 1 章を

参照）。  

 

	 こ の ように国際的なフェアトレードのネットワークは複数存在し

ているが、例えばラベル表示の標準化を与える契機となった FLO や輸

入 団 体 が そ れ ぞ れ の 課 題 を 話 し 合 い 改 善 し て い く こ と を 促 進 す る

EFTA、消費者に最も近い存在である店舗がフェアトレードに貢献す

るための組織化を行った N EW S!など、それぞれの役割は少しずつ異な

っている。ちなみに、後述するようにフェアトレードは認証型と連携

型に分かれ、そのどちらかによっても貿易の形が異なってくるため、
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これらの機関を 1 つにまとめて世界のフェアトレードを一様化すると

いうことは難しいだろう。川上から川下まで、流通において様々な国

の人々が関わる中で、どのような人への支援や啓発を行うか、またど

のような形で公正な取引を行うかという観点でネットワークが分け

られているように思う。これらの組織はヨーロッパが中心のものが多

く、実際ヨーロッパ諸国におけるフェアトレードは世界でも比較的進

んでいるといえるが、そこで忘れてはならないのは「北」と「南」の

思考である。「北」が主導となると、どうしても先進国に優位な貿易

の形を取りがちだが、それではフェアトレードの意味がなくなってし

まう。フェアトレードを標榜しつつ、途上国とどれほど連携を保ち、

コミュニケーションを図りつつ彼らのためになることができるか、と

いうのが常にこれらのネットワークに課せられている課題といえる

だろう。また、同じフェアトレードを掲げ、 1 つの流通の流れを形成

するものである以上、他のネットワークを無視して活動することはで

きない。今日、これらのネットワークは役割やスタンスを異にしなが

らも確実に広まることで、他のネットワークと接点を持ちながら公正

な取引の実現に尽力しているといえるだろう。  

 

第 2節 	 フェアトレードの歴史 	 

	 

	 この節ではフェアトレードの歴史について、その誕生から現在に至

るまでを主にフェアトレードが盛んな欧米の動きを中心に、社会にど

のような形で広まっていったのか、その影響に注目しながら追ってい

こうと思う。 	 

 

	 フェアトレードの始まりは第二次世界大戦後に遡る。1946 年、アメ

リカのキリスト教系救援開発 N G O であった米国メノナイト中央委員

会（M CC）のボランティアをしていたエドナ・ルース・バイラーがプ

エルトリコの貧しい女性たちの生計を助けようとプエルトリコの刺

繍製品の輸入販売を始めたことが始まりだ。しかし、この時はまだ「フ

ェアトレード」という言葉は使われず、従来の貿易とは異なる別の貿

易を目指していた。すなわち、中間業者を廃し、直接取引をし、オル

タナティブな販売網でボランティアのようなオルタナティブな労働

力を使った貿易（ N icho l l s ,  O pa l  2009）である 11。そのため「フェアト

レード」が使われるまでは「オルタナティブ・トレード（ A l te rna t ive  
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Trade）」という呼び方が一般的であった。そしてこのオルタナティブ・

トレードの目的は「より公平な利益を分配する革新的なサプライチェ

ーン・モデルを通して、生産と消費をつなぎ直す、生産者と消費者の

新しい関係モデルを提供する」ことにあり、その理念は「人間に対す

る、つまり現実の生活を生きている小規模一次産品生産者である農民

への配慮」（ N icho l l s ,  O pa l  2009）にあった 12。  

	 欧州ではイギリスを代表する救援開発 N G O の「オックスファム」

がその草分けといえる。オックスファムは寄付された古着などの不要

品を売って途上国への援助資金を得るオックスファム・ショップを

1948 年から国内で展開していたが、 1950 年代後半から中国人難民が

作った針刺しをはじめとした支援先の途上国産品をショップで売り

始めるようになった（渡辺 2010） 13。  

	 1960 年代〜 70 年代にはオランダでフェアトレード輸入団体やフェ

アトレードショップが誕生する一方で、インドネシアやペルーなどの

途上国でもフェアトレードが設立された。この理由については、渡辺

（ 2010）は「 1950 年代半ばから発展途上地域（いわゆる第三世界）で

民族解放や独立を求める運動が活発化したことがある。」と説明して

いる。第二次世界大戦後に途上国の人々も新たな生活を求めて動いて

いたことが伺える。渡辺（ 2010）はさらに、この時期のフェアトレー

ド活動も誕生当初のフェアトレードとは志向性がまったく異なり、途

上国との「連帯活動としてのフェアトレード」であったとも付け加え

ている 14。その影響を受けたためか、イギリスの「トレードクラフト」、

「ツイン」、アメリカの「グローバル・イクスチェンジ」など初めか

ら開発・自立支援の視点を取り入れた団体が多数生まれた。これらの

団体は今日まで人権運動、女性運動、労働運動、環境運動などとも連

携しながらフェアトレード運動を牽引し続けているため、この時期に

フェアトレードの基本的な理念である生産者と消費者のつながりが

社会に強く意識され、根付いていったものと思われる。  

	 山本（ 2014）によると、従来の市場を前提としながらも「北」の消

費者と「南」の生産者との間のより平等な取引を創出しようとする「体

制内変革」が生起し、これが拡大し、発展し、主流化する流れとなっ

たのが 1970 年末以降だという 15。つまり、フェアトレードが従来の貿

易に取って代わる（オルタナティブ）なものとしてではなく、従来の

貿易システムに組み込まれつつ、「北」と「南」とのより平等な関係

を築くものとして目指されるような活動が出てきたということだろ
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う。具体的には 1979 年スコットランドに「イコール・エクスチェン

ジ U K」が設立され、フェアな貿易条件を求めるようになる。また、

同じ年に生まれたイギリスのトレードクラフトは生産者の自立支援

のみではなく一般企業にフェアトレードを取り入れさせることを目

指した。  

	 1985 年、第三世界情報ネットワーク（ TW IN）を設立し代表を務め

ていたマイケル・バラット・ブラウンが、途上国の企業を集めた国際

会議で「これからはフェアなトレードだ」と発言したことから、以降

「フェアトレード」という言葉が世界中の「オルタナティブ・トレー

ド」運動に採用されていくようになった 16。  

	 IFA T が当時定めたフェアトレードの定義は現在のものとは異なり、

「国際的な貿易をより平等にするために行われる、対話と透明性、敬

意に基づく貿易のパートナーシップである。特に「南」の弱い立場に

ある生産者や労働者の権利を保障し、よりよい条件で取引することで、

持続可能な開発を支える」とあるが、現在の FIN E で合意した共通定

義の原型となっている。この時期から一般企業や消費者へのアプロー

チもされるようになり、より多くの国や人にフェアトレードが広まっ

ていようになったことから、定義をはじめとしたフェアトレードの共

通認識が必要とされるようになった。前節で記した国際的なフェアト

レードのネットワークもこの時期に設立されたものが多く、ラベルの

提唱や認証のシステムもこの時期に作られた。国単位で活動していた

ものが国境を超えた連携を結ぶようになり、その活動がさらに大きく

なって連携が増えることにより世界的なものとなって全世界に広ま

ったというのがフェアトレードの広まり方の構図だろう。このように

して、1970 年代以降はヨーロッパ、アメリカを中心として一般市民に

もフェアトレードが広まるようなアプローチがなされていた。  

 

図表 2-3  フェアトレード 60 年の歴史  

年  出 来 事  

1946 年  アメリカのテン・サウザンド・ビレッジ（元セルフ・ヘル

プ・クラフト）がプエルトリコから刺繍製品の購入を始め

る。  
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1950 年代  イギリスのオックスファム G B が、中国の難民が作った手

工芸品の販売を始める。  

1958 年  「フェアトレード」ショップ第 1 号店がアメリカで開店す

る。  

1964 年  オックスファム G B が貿易会社 "O xfam  Trad ing"を設立。  

1967 年  オランダの輸入団体 "Fa i r  T rade  O rgan i sa t i e "が設立される。 

1969 年  「ワールドショップ」第 1 号店がオランダで開店する。  

1960 年代  M achakos  D is t r i c t  Co-ope ra t ive  U n ion、PEK ERTI（インドネ

シア）、M IN K A（ペルー）など、途上国でもフェアトレ

ード団体が設立される。  

1973 年  オランダの  Fa i r  T rade  O rgan i sa t i e によって、グアテマラの

小規模生産者組合より世界で初めて「フェア」にトレード

されたコーヒー豆が輸入され、フェアトレード運動が、手

工芸品だけではなく食料品にも広がる。  

1980 年代  オランダの教会が母体の N G O によって、フェアトレード

ラベルが考案される。  

1987 年  11 のフェアトレード輸入業者をメンバーとするヨーロッ

パ・フェアトレード協会（ EFTA）が設立される。  

1988 年  オランダで「マックスハベラー」ラベルが開始される。 1

年間で、ラベル付きコーヒーの市場シェアが約 3%に到達。

類似のラベル運動がドイツ（トランスフェア）、イギリス

（フェアトレード財団）、米国などに広まる。  

1989 年  国際フェアトレード連盟（ IFA T）が設立。世界 61 カ国の

270 のフェアトレード団体が加盟。  

1994 年  ヨーロッパ・ワールドショップ・ネットワーク（ N EW S!）

が設立される。  
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1994 年  フェアトレード連盟（ FTF）がワシントン D C で設立され

る。  

1997 年  国際フェアトレードラベル機構（ FLO）が設立される。  

1998 年  FLO、IFA T、N EW S!、EFTA がそれぞれの頭文字をとって、

FIN E という非公式なネットワークを形成する。W TO の閣

僚会議にフェアトレード運動から代表を派遣（ 1999 年シ

アトル、2001 年ドーハ、2003 年カンクン、2005 年香港）。 

2001 年  F IN E が統一的なフェアトレードの定義に合意。  

2001 年  国際フェアトレード連盟（ IFA T）の地域組織としてアジ

ア・フェアトレード・フォーラム（ A FTF）が設立。それ

以降、アフリカとラテンアメリカでも生産者地域ネットワ

ークが形成される。  

2004 年  ムンバイで開かれた世界社会フォーラムで IFA T がフェア

トレード団体マークを発表。  

2004 年  F IN E がブリュッセルに合同フェアトレード・アドボカシ

ー・オフィスを設立。  

2005 年  既存のフェアトレード基準、定義、手続きの調和・改善プ

ロジェクト :品質管理制度（ Q ual i ty  M anagem en t  Sys tem）が

開始される。  

出所：フェアトレード・ラベル・ジャパン  

h t tp : / /w w w .fa i r t r ade - jp .o rg /abou t_ fa i r t r ade /000013 .h tm l  

 

第 3節 	 フェアトレードの特徴 	 

 

	 ここまでフェアトレードがどのようなものか、またどのような背景

で誕生しどのような形で現在まで語られてきたかを見てきた。そこか

ら、フェアトレードは一様なものではなく、対象とする商品やどのよ

うに市場のシステムに組み込むかの考え方などによって形態が異な

ってくることが分かってきたかと思う。つまり、フェアトレードには
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川上から川下まで様々な人が関わる以上、どこから捉えるかによって

異なってくる多くの側面があるのだ。本節では、この論文の主題であ

る「フェアトレード製品をいかに消費者に近づけるか」という問題を

考えるにあたって特に重要だと思われるフェアトレードの特徴につ

いて述べ、本論文におけるフェアトレードというものに対する切り口

について明らかにしておきたい。  

 

（１） 	 生産者志向 	 

 

	 第 1 節でも述べたように、フェアトレードの大きな特徴の 1 つには

W itkow sk i（ 2005）が指摘するように消費者の満足よりも生産者のこ

とを最優先するということ 17があるだろう。フェアトレードが誕生、

または広まるようになった背景として、流通の大元である生産者の抱

える問題にスポットが当たったことがある以上、これは当然のことと

もいえる。しかし改めて考えてみると、従来の貿易で仲買人、輸出入

業者、卸問屋、小売店、消費者などの「買い手」の利益が優先され、

「いかに安く手に入れるか」という視点で市場を見るのと、生産者の

視点に立って市場を見るのとでは見方が大きく異なってくるのでは

ないだろうか。  

	 「買い手」志向の市場では、いかに多く売って利益をあげるかとい

うことを考えるため、買い手の中でも特に消費者が重視される傾向に

あるように思う。そうなると、一般的な消費者には「安く、良いもの

が欲しい」というニーズがあるために「いかに安く手に入れて安く売

るか」というところに重点が置かれるのだろう。  

	 こ の ように製品を安く流通させることのしわ寄せは生産者に行き

やすい。特に生産者が「南」の途上国の人間であればあるほど、「北」

—先進国の人間は生産者の利益などを軽視しがちだ。消費者のことを

中心に考えていれば気づきにくいことだが、貿易において生産者に着

目すると、このような問題を解決しなければならないという意識は自

ずと湧いてくるだろう。このように貿易において新たな視点を与える

のがフェアトレードの考え方なのである。生産者に根ざし、彼らに消

費者と平等な立場を与えるという考え方は、製品の値段や消費者の購

買意欲・動機に大きく影響するだろう。その意味で、「生産者志向」

という特徴は留意しておくべきものと考える。  
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（２） 	 認証型 	 

	 

図表 2-4	 多様なフェアトレードの形  

 

出所：畑山（ 2013）  

h t tp s : / /d space .w u l .w aseda .ac . jp /d space /b i t s t r eam /2065 /39655 /1 /Soc io log i

ca lPape r s_22_H atakeyam a .pd f  

 

	 畑山（ 2013）は、年々多様化するフェアトレードにおいて、今日に

は上図のように大きく分けると「認証型」と「提携型」の 2 つが存在

するとしている。「認証型」のフェアトレードは、認証機関の審査を

受けて基準を満たしたものを認証を受けた製品として機関の定める

ラベルなどを貼り付け、商品として市場に流通させる形のフェアトレ

ードだ。  

	 1988 年、コーヒーの価格が世界中で下落していく中で、何百何千人

という貧しい生産者が生活の基盤を失い、飢餓状態に陥った。この事

態に直面したフェアトレードの運動家たちが、製品にラベルを貼る、

ということを考えだしたのがその始まりだという 18。  

	 特殊なフェアトレードの商品が生産者との間で経済的・社会的・環

境的によりよい利益をもたらす価格で取引されている確実な証拠を
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示すべく、オランダのマックスハベラー財団が基準を設定しフェアト

レード製品認証の最初の取り組みを行った。基準を設定し、基準を遵

守した製品にラベルを貼り付けることでそれを消費者に知らせるラ

ベル運動は、このことをきっかけにイギリス、ドイツでそれぞれフェ

アトレード認証団体が設立されるなど各国で独自のフェアトレード

マークを用いた認証が行われるようになっていった。  

	 1997 年、当時各国に展開されていた日本を含む 14 のラベル認証機

関を束ねるアンブレラ組織として FLO が設立され、各国独自のものだ

った認証の取り組みが国際的組織の下に統一されることとなった。

2002 年にはラベルのデザインが統一され、現在欧州のほぼ全域、北米、

日本、オーストラリア、ニュージーランド、など 22 のラベル推進組

織が FLO の構成メンバーとしてラベルの普及活動に励んでいる。2007

年 5 月には中南米・アフリカ・アジアの各生産者ネットワーク組織も

FLO の構成メンバーに加わった 19。  

 

図表 2-4	 FLO のフェアトレードラベル  

 
出所：フェアトレード・ラベル・ジャパン  

h t tp : / /w w w .fa i r t r ade - jp .o rg /abou t_ fa i r t r ade /000014 .h tm l  

 

① 	 FLO と FLO-CERT の役割 	 

 

	 FLO は 22 のラベル推進組織と中南米、アフリカ、アジアの 3 つの

生産者ネットワーク組織からなるマルチステイクホルダー組織であ

り、国際フェアトレード基準の設定、フェアトレード市場の開拓・推

進、生産者への支援、現行の国際貿易の不均衡な仕組みを問い、より

公平な貿易を促進するためのアドボカシー活動を行っている。元来

FLO はフェアトレード基準の設定と生産者・トレーダー（加工、輸出

入業者、製造業者など）の現場検査・登録を主な仕事としていたが、
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認証業務は独立した組織によって透明かつ専門的に行われるべきと

の考えから 2004 年にフェアトレード認証専門外社「 FLO -CERT」が設

立された。 FLO -CERT は他のいかなるフェアトレード関係機関からも

独立して運営され、フェアトレード製品の原料生産から加工、輸出

入・製造に携わるすべての組織を監査しフェアトレード認証を付与す

る役割を担っている。なお日本の場合は、一部の組織を除いて監査お

よび認証（登録）は FLJ が行っている 20。  

 

図表 2-5	 フェアトレードラベル認証の仕組み  

 

出所：フェアトレード・ラベル・ジャパン

h t tp : / /w w w .fa i r t r ade - jp .o rg / l i cense /5po in t /m echan i sm .h tm l  
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② 	 FLO の基準 	 

 

	 フ ェ アトレードの対象とする商品や関わる生産者が増えてくると

その都度基準の追加、見直しを行わなければならないため、FLO の基

準は年を追って多様化、精密化し今日では非常に膨大かつ複雑なもの

になってきている。その基準を整理すると、基準は生産者の対象地域、

生産者、トレーダー（輸入・卸・製造組織）のそれぞれが守るべき包

括的基準と、対象産品ごとに決められた産品基準の 2 つに大別するこ

とができる。生産者とトレーダーには、包括的基準と産品基準の両方

を守って取引を行うことが求められている。また、基準の内容として

は経済的基準、社会的基準、環境的基準に分けることができ、生産者

の働く人権や環境の保証、そしてフェアトレード製品の取引価格や安

定した取引の保証がされている。FLO の基準の最大の特徴は生産コス

トをまかない、かつ経済的・社会的・環境的に持続可能な生産と生活

を支える「フェアトレード最低価格」と生産地域の社会発展のための

資金「フェアトレード・プレミアム（奨励金）」を生産者に保証して

いる点だ。フェアトレード・プレミアムとは輸入組織により品物の代

金とは別に支払われ、組合や地域の経済的・社会的・環境的開発のた

めに使われる資金のことだ。フェアトレード最低価格とプレミアムは、

生産地域の物価・経済状況等と、買い手側の意見を考慮し綿密な調査

と総合的な判断により、産品ごと、生産地域ごとに明確に設定されて

いる。  

 

③ 	 認証・ライセンス費用 	 

 

	 フェアトレードの認証を取得し、継続するための費用はどれほどか

かるのだろうか。渡辺（ 2010）によると、生産者が初めて認証を得る

年は申請料 500 ユーロと認証料（監査人の旅費を含む）、 2 年目以降

は 20％程度割り引かれた認証料がかかるという 21。小規模生産者の場

合、①一次組織、二次組織、三次組織 22のどれか、②メンバーの数、

③生産・販売するフェアトレード産品の品目数、④加工施設を所有す

るか田舎、によって認証料が変わってくる。メンバーや品目数が多い

と、その分監査日数が増えて認証料が高くなる仕組みだ。  

	 料金体系は国によって大きな差があるため、ここでは日本の料金体
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系について詳細に述べる。認証を受けようとする組織は生産者から販

売者までのサプライチェーン全体において監査を受け、そのすべてに

おいて認証を受けることが必要となる。そのうえで料金が課せられる

ため、サプライチェーンの中の役割によって課せられる料金、課せら

れない料金も出てくるが、料金の種類をすべて記すと以下の通りであ

る。  

・ 	 初回登録料  

・ 	 年間登録料  

・ 	 ライセンス料（製品によって重量課金または価格課金のいずれ

か）  

・ 	 年間ライセンス登録料  

	 フェアトレード認証においては、生産者から販売者（ブランドオー

ナー）に至る一連のサプライチェーンでそれぞれ監査を受けて認証を

受けることが必須であること、また一定の額を FLJ に払い続けなけれ

ばならないこと、さらに認証を受けた後も 3〜 4 ヶ月に 1 度は原料や

輸入販売の実績報告の義務が課せられるため、認証を受けようとする

と莫大なコストと手間がかかってしまうことが伺えるかと思う。しか

し、「ラベルを貼る」ということで製品の特徴を消費者にひと目でア

プローチできる分かりやすさからか、認証を試みる企業も年々増えて

いる。フェアトレードに対する企業の取り組みに関しては後述するが、

企業に「手間・コスト」と「分かりやすさ・アピール」を天秤にかけ

るであろうということは留意しておいてもらいたい。  

（ 料 金 体 系 の 詳 細 に 関 し て は FLJ の 発 行 す る 料 金 規 定

h t tp : / /w w w .fa i r t r ade - jp .o rg / l i cense /pd f /R-002_V 3 .0 .pd f	 を参照したい。） 

 

	 このような内容を踏まえた上で、FLO のフェアトレード・ラベルは

以下のようなことを保証している。  

 

1 .  生産者への適正な価格と長期的な取引  

	 不安定な市場価格に対して、フェアトレードでは持続可能な生産

と生活に必要な価格（フェアトレード最低価格）を保証しています。

また、生産者が債務のわなに陥ることがないよう、必要があれば代

金は前払いされます。それにより生産者は安定した生活を営み、環

境に配慮した持続可能な生産をすることができます。  

2 .  生産者の社会的・経済的な発展  
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	 生産者が生産組合を作り、透明性のある民主的な活動を行います。

商品代として別に渡される奨励金は生産組合に蓄えられ、学校や病

院建設など地域の社会発展のために役立てられます。  

3 .  生産物の品質と技術の向上  

	 生産技術や生産管理などの指導が行われ、品質が輸出品質基準を

満たします。有機栽培など、環境に配慮した作物づくりを奨励して

います。  

4 .  生産者の労働環境と労働条件  

	 強制労働と児童労働を禁止し、安全な労働環境を作ります。労働

者が管理者との団結交渉権をもっています。  

5 .  生産地の環境保全  

	 農薬の使用、水質保全、森林保全、土壌保全、廃棄物の扱いに関

し国際規約を遵守しています。  

出所：フェアトレード・ラベル・ジャパン  

h t tp : / /w w w .fa i r t r ade - jp .o rg /abou t_ fa i r t r ade /000014 .h tm l  

 

（３） 	 提携型 	 

	 

	 フェアトレードのもう 1 つの形として挙げられるのが「提携型」の

フェアトレードである。渡辺（ 2010）は、提携型フェアトレードを「連

帯型フェアトレード」と言い換えこそしているが、これを同義の言葉

として「南北が対等なパートナーとして取引する」こと、というよう

に定義付けている。提携型フェアトレードでは、それ以前は先進国側

の団体が途上国側の団体を「支援してあげる」という色彩が強かった

のに対して、互いに対等なパートナーとして尊重しあう関係を構築す

ることが目指されている（渡辺 2010） 23。  

	 製品にラベルを貼らなくても、フェアトレード製品を市場で流通さ

せることは可能だ。提携型フェアトレードは、ラベルで認証するので

はなく、フェアトレード団体が生産者との直接的な提携を大事にしな

がら行う活動で、日本国内ではわずかながらに認証型よりも提携型の

ほうが歴史を長く持っている。長坂（ 2014）によると、W FTO の加盟

団体は先進国のフェアトレード団体と途上国の生産者が主で、提携型

フェアトレードを行っている団体が中心であるという 24 25。  

	 商品にラベルを貼ることができないため、すぐにはフェアトレード

製品だということが分かりづらく、消費者にアピールしにくいと思わ
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れる提携型フェアトレードだが、それにはどのようなメリットがある

のだろうか。筆者は、それは「より生産者志向に根ざしていること」

だと考える。  

	 例えば、有限会社ネパリ・バザーロでは、ラベル認証を通すことな

くネパールの生産者が作った製品を輸入し、自らの経営するショップ

で直接販売、または関連団体・ショップに卸す業務を行っている。ネ

パリ・バザーロの職員が定期的に直接ネパールの生産者を訪問し、現

地との関係作りにも熱心であることから「生産者との直接的な提携を

大事にし」ている提携型のフェアトレード団体といえるだろう。  

	 同団体の土屋完二氏は、認証型と提携型を比較して「認証型フェア

トレードはラベルを見て買うが、提携型フェアトレードは ”生産者の

顔 ”が購入のきっかけとなる」と述べている 26。おそらくネパリ・バザ

ーロが輸入から販売までほぼすべての業務を担当するため仲介業者

を介する必要がなく、その分消費者と生産者の距離を縮めることがで

きる、ということだろう。フェアトレード団体への負担がかなり大き

いという点がデメリットとしてあげられるが、一方でフェアトレード

団体が生産者・消費者と直接触れ合うことで、お互いの顔が見える関

係を構築しやすいというところが大きな利点としてあるだろう。フェ

アトレードで目指される北と南の公正な貿易の実現には、今まで先進

国の事情が優先されて考えられてきた分、人々が途上国についてより

強く認識する必要がある。その意味で、この提携型フェアトレードは

生産者志向に根付いていると考えているのである。ネパリ・バザーロ

をケーススタディとして取り上げた提携型フェアトレードの検証に

ついては、後述にてより深く掘り下げていく。  

 

	 認証型と提携型の違いは、ラベルの有無、そして生産者に金銭を支

払うか、生産者に金銭を支払わせるかというところにもある。提携型

ではフェアトレード団体が支援する農民や作業所などから直接商品

を買い取る。一方認証型では、生産者（農園や組合）から代金を徴収

してフェアトレードの認証を行う。上述したように、価格や生活に対

するある程度の保証はあるものの、商品の買い取りや買い取り量（数）

の保証は行われない。買い取りは生産者が「バイヤー」と呼んでいる

業者が行い、バイヤーがフェアトレード価格で生産者から商品を買い

取る。バイヤーになるには、認証組織からライセンスを得なければな

らないため、ライセンス料の支払いがここで生じる。輸出業者や卸業
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者のライセンスもある。認証型フェアトレードにおいては、消費者の

手に直接渡る最終商品の形になるまで流通のあらゆる段階でフェア

トレード商品の流通に関わる業者にライセンスの取得が求められ、そ

れぞれの業者がフェアトレード団体にライセンス料の支払いを行う

ように求められる。つまり、フェアトレード認証組織は商品の買い取

りにも販売にも関わっていない。公平性を保つ反面、後述する急激な

相場の変動などに対応出来ないデメリットがあるのは事実である。  

	 このように認証型・提携型それぞれにメリット・デメリットの双方

があることが分かった。「どちらが良いのか」という議論については、

フェアトレードに取り組む主体やアピール対象などによって異なっ

てくるため、一概に答えを出すことはできないが、本論文では「普及」

の定義に基づき、「消費者が正しく製品の背景の問題を意識し、それ

を理由にその製品を選択すること」という観点で、それを実現するた

めにはどのようなフェアトレードの形が理想なのか、という考察を行

っていきたいと思う。  
                                                             
1  IF A T は 2009 年に W F T O へと転換した。  
2  
h t tp : / /w w w . fa i r t ra d e .n e t / f i l ea d m in /u s er_up load / content /2009 / s tandards /do
cum ents /2011 -07 -01_G eograph i ca l_S cope_po l i cy_E N .pd f	 を 参照。  
3  F L J  フェアトレードの定義
（ h t tp : / /w w w . fa i r t ra d e - jp . o rg /about_ fa i r t rade /0 00012 .h tm l）  
4  渡辺（ 2010） p p 8 ~ 3 1  
5  h t tp : / /w w w . fa o . o rg /d oc rep /0 1 2 / i0 6 8 0 e / i0 6 8 0 e .p d f   
6  当時アメリカは、国内でも農業生産の統制と過剰生産物の政府買い上げによ
る価格支持（農業調整法）や企業の適正な利潤と労働者の適正な賃金の確保（全

国産業復興法）など、立場の弱い生産者や労働者を保護するニューディール政

策を推進していた。（渡辺 2010 ,p18）  
7  コーヒー、紅茶、バナナ、植物油、天然ゴム、鉄鉱石など、途上国の関心が
高い 18 品目について総合的に解決する道筋をつけようという目的で、緩衝在
庫を設立・運用するための「共通基金」を創設することを主な柱としていた。  
8  渡辺（ 2007） p 5  
9  もちろん、フェアトレード団体の手を介すことなく、生産者が自分たちだけ
で生産者団体を結成するケースもある。  
1 0   F a i r  T ra d e  A d voca cy  O f f i c e（ 2006）（フェアトレード・リソースセンター
訳、 2008 年） p p 1 9 ~ 2 1  
1 1  N i cho l l s  &  O pa l（ 2005）（北澤肯訳、 2009 年）  
1 2  N i cho l l s  &  O pa l（ 2005）（北澤肯訳、 2009 年）  
1 3  渡辺（ 2010） p 3 3  
1 4  渡辺（ 2010） p p 3 3 ~ 3 4  
1 5  山本（ 2014） p 1 0  
1 6  F a i r  T ra d e  A d voca cy  O f f i c e（ 2006）（フェアトレード・リソースセンター
訳、 2008 年） p 1 5  
1 7  W i tk ow sk i（ 2005） p 2 2  
1 8  F a i r  T ra d e  A d voca cy  O f f i c e（ 2006）（フェアトレード・リソースセンター
訳、 2008 年） p 2 2  
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1 9  ただしスイス、アメリカ、カナダを除く。この 3 カ国は独自のラベルを使用
しているものの、 F L O の国際基準を尊重している。  
2 0  F L J  認証の仕組み（ h t t p : / / w w w . f a i r t r a d e - j p . o r g / l i c e n s e / 5 p o i n t / m e c h a n i s m . h t m l） 
2 1  渡辺（ 2010） p 8 7  
2 2一次組織とは草の根の小規模生産者、二次組織とは一次組織の連合体、三次

組織とは二次組織の連合体のことを指す。  
2 3  渡辺（ 2010） p 3 7  
2 4  長坂（ 2014） p 1 5 6  
2 5  W F T O の団体認証を受けると、製品にラベルを付けることはできないが、団
体活動の広報にはロゴを使用することが出来る。  
2 6  20 1 4 年 9 月 4 日にインタビューにて聴取。  
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第 3 章 	 日本におけるフェアトレード 	 

	 

第 1節 	 日本のフェアトレード 	 

	 

（１） 	 歴史 	 

	 

	 北澤（ 2006）、渡辺（ 2010）によると日本でのフェアトレードの始

まりは 1970 年代、国際協力 N G O であるシャプラニールによるものだ

った 1。独立した直後のバングラデシュの復興支援活動を始めたシャプ

ラニールは、村人自身の教育・創作活動を支援すべく女性の手工芸品

作りとそのための生産協同組合作りに尽力した。そこで作られたジュ

ート製の手工芸品を持ち帰り、日本国内の協力者に販売を依頼したの

が 1974 年、以降もバングラデシュ手工芸品展示会を東京などで頻繁

に開催するようになったが、当時のシャプラニールには「フェアトレ

ード」という意識はなく、開発協力の一環という位置付けであった。 

	 「フェアトレード」という言葉を用いて日本で初めてフェアトレー

ド団体として創業を始めたのは 1986 年創業の第三世界ショップであ

る。第三世界ショップは民芸品やコーヒーを輸入したり、生産団体を

訪れるツアーを企画したり、フェアトレードに関する啓発書を発行し

たりと、フェアトレード団体の基本的な活動の原型を作っていった。

また同じく 1986 年にフィリピン、ネグロス島の飢餓に対する支援団

体として発足された日本ネグロスキャンペーン委員会（ JCN C）が生協

グリーンコープと共同でネグロス島の「バランゴンバナナ」のテスト

輸入を開始、その後も人々の経済的な自立へと繋げていこうと持続的

な支援を続けるために 1989 年に株式会社オルター・トレード・ジャ

パン（ A TJ）を設立し、生協内でフェアトレードを広げていった。  

	 1990 年代に入ると、日本でもフェアトレード活動がいよいよ活発化

かつ多様化していった。1991 年にフェアトレードカンパニーの母体と

なる N G O グローバル・ヴィレッジが興され、その販売部門として 1995

年にフェアトレードカンパニー株式会社が設立された。このフェアト

レードカンパニーの一般メディアなどへの露出が、フェアトレードと

いう言葉や考え方を一般に普及される上で大きな働きをすることと

なる。 1992 年にはネパールの山間地の人々の自立を支援する「ネパ

リ・バザーロ」が、95 年には草の根貿易ネットワークのアンテナショ

ップとして「ぐらするーつ」が設立され、それぞれが生産者団体との
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関係を大事にする連帯型の形態を取りながら事業の拡大を続けてい

った。国際協力 N G O でフェアトレードに関わる団体もこの時期大幅

に増えた（ 2005 年時点でフェアトレードに携わっていた 68 団体の

N G O のうち 40 団体が 1990 年代に設立されている 2）。このように 1990

年代半ば以降は、フェアトレード製品に特化した店こそ少なかったも

のの、店の商品の一部としてフェアトレード製品を扱うショップが日

本各地に広がっていった。なお 2001 年には「ピープル・ツリー」の

ブランド名で販売していたフェアトレードカンパニーのファッショ

ン部門がイギリスに「 Peop le  T ree」の名で上陸し、日本の団体がフェ

アトレードのファッションという新境地を開拓した。  

	 一方認証ラベルの動きとしては 1993 年に FLJ が FLO の日本の機関

として設立されたが、FLJ にはフェアトレード団体や N G O、消費者団

体が関わることがなく、フェアトレード・ラベル運動はフェアトレー

ド団体の動きとは別の発展を遂げていく形となり、N G O を巻き込むこ

ともかなわなかった。  

	 フ ェ アトレード団体の活動を中心にフェアトレードが国内で広が

りを見せると、企業もフェアトレードに対して関心を見せるようにな

る。日本での企業の本格的なフェアトレード参入の始まりは 2002 年

に 	 ・ジャパンがフェアトレード認証のコーヒーを販売したこととさ

れるが、これはあくまでもアメリカ本社の方針に従ったためであって、

純然たる日本企業が独自の判断でフェアトレードに踏み出したわけ

ではなかった。ちなみに、本国アメリカのスターバックス社も N G O

や市民からの圧力を受けてフェアトレードに着手したという背景が

ある。  

	 しかし、それから間もなくして 2003 年、イオンが日本の大手一般

企業としては初めてフェアトレード認証コーヒーの販売を開始し大

きな注目を浴びた。この後を追うようにして 2005 年にはナチュラル・

ローソンとタリーズが、 2006 年には無印良品が、そして 07 年には西

友が、フェアトレードのコーヒーを扱うようになった。  

	 こ の ように日本企業がフェアトレードに興味を持ち始めた背景に

は、 21 世紀に入って日本でも企業の社会的責任（ CSR）が重視される

ようになったことがある。その代表格として挙げられるのが食品業界

大手のゼンショーだ。ゼンショーは国際協力 N G O「ピースウインズ・

ジャパン」が支援する東ティモールのフェアトレード・コーヒーを

2007 年から系列店で扱い始めた（牛丼店、ファミリーレストラン、ハ
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ンバーガーショップなど）。またピープル・ツリーのチョコレートや

ドライマンゴーも、コンビニでの取り扱いを始めるようになった。  

	 渡辺（ 2010）によると、2010 年の時点で日本でフェアトレード製品

を扱う商業店は 5000 店前後あると見られるという。  

 

（２） 	 現状 	 

 

	 ここまで日本におけるフェアトレードの歴史を見てきた。1990 年代

に FLJ が設立されて以来、日本のフェアトレード活動が本格化してか

ら 20 年ほど経つが、現在の日本のフェアトレードはどのような状況

になっているのだろうか。ここでは「日本国内での広がり」という点

を意識し、必要に応じて世界との比較を行いながら、フェアトレード

に取り組む企業数や団体数、市場規模、認知度、消費者意識という観

点で日本のフェアトレードの現状を見ていく。  

 

① 	 フェアトレードに取り組む企業数、団体数 	 

 

	 FLJ によると、2012 年度 3 月末の時点で日本国内でフェアトレード

認証製品・原料の輸入や製造・販売に携わる企業・団体数は 151 であ

り、このような組織数の推移データこそ作成されていないものの「増

加している」としている。  

	 このような増加の背景として、CSR への意識の高まりがあるのでは

ないだろうか。谷本（ 2006）は、 2003 年の「 CSR 元年」以降、地球社

会 の 持 続 可 能 な 発 展 を 求 め る グ ロ ー バ ル な 運 動 が 企 業 に 対 し て 環

境・社会面において責任ある活動を求めていること、また市場が CSR

を評価する動きが出てきたことを受けて企業が社会との関係を問い

直すようになり、欧米での動きもあって CSR に積極的に取り組むよう

になったという 3。151 組織というのは FLJ の認証を受けた認証型フェ

アトレードのみに限られるが、このような CSR の背景もあることから、

おそらく生産者と直接提携するフェアトレード団体よりも認証製品

を導入するようになった企業のほうがこの組織数の増加に寄与して

いるのではないかと分析する。言い換えれば、「ここ 10 年でフェアト

レードに取り組む企業が増加している」とも言えるだろう。そして企

業のフェアトレードに対する取り組みのスタンスとしては、CSR 的な

位置付けになっているのだ。  
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② 	 市場規模 	 

 

	 国内のフェアトレード市場については、2009 年に国際貿易投資研究

所（ IT I）のフェアトレード研究委員会を行った国内で初の本格的な市

場調査 4を元に、渡辺（ 2010）が以下のようなデータを示している。  

 

図表 3-1	 日本のフェアトレード市場の概要  

 2007 年  2008 年  伸び率（%）  

売上高（億円）  73 .1  81 .0  10 .7  

ラベル産品  10 .0（ 14％）  14 .4（ 18％）  44 .4  

非ラベル産品  63 .1（ 86％）  66 .6（ 82％）  5 .5  

出所：渡辺（ 2010） p .117  

 

	 2008 年の時点で、日本のフェアトレード市場規模（小売段階）は推

定 81 億円、うちラベル製品（表では「産品」とあるが製品とほぼ同

義のため「製品」と置き換える）は 14 .4 億円、非ラベル製品は 66 .6

億円で、全体に占めるシェアはそれぞれ 18%、 82%だった。この時点

においては、企業の取り組みが活発化していないせいか従来からの日

ラベル製品が主流である。またこの数値を世界のフェアトレード市場

で捉えると、日本市場のシェアは 1 .71%で欧米の 7 分の 1 ほどだとい

う。  

	 しかし、ここで最も注目すべきなのは今も指摘した通り 2007 年、

2008 年には日本のフェアトレード市場で非ラベル産品が圧倒的なシ

ェアを誇っているということである。企業が認証ラベル製品を積極的

に導入しているにも関わらずこの数値は矛盾しているようにも感じ

ら れ る が 、 伸 び 率 に 注 目 す る と こ の 1 年 間 だ け で も ラ ベ ル 製 品 が

44 .4%、非ラベル製品が 5 .5%とその勢いに大きな差が見られる。渡辺

は、ラベル製品が市場全体に占めるシェアは低いものの、伸び率では

大きく勝るという特徴は日本だけではなく先進国市場全体での伸び

率の違い（ 46 .6%： 7 .3%）と非常に似通っており、世界的な傾向であ

るとしている。また、この伸び率の差がこのまま変わらないと仮定す

ると、5 年後にはラベル製品と非ラベル製品の売上がほぼ同額になり、

12 年後にはラベル製品の市場シェアが 90％と 2008 年の欧米並に達す

るという。シェアと伸び率の差が生まれている現象により、認証ラベ
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ル製品に取り組む企業が飛躍的に増えていることも説明がつくだろ

う。  

	 認証ラベル製品に限定しても、市場は確実に拡大している。Fa i r t r ade  

In te rna t iona l が 2014 年 9 月に発表した 2013 年のレポートでは、日本

市場は約 90 億円に拡大、対前年度比 23％の伸びを見せたと報告して

いる。また、世界のフェアトレード認証製品市場規模が約 7 ,115 億円

（対前年度比 15％増）ということから日本の市場は約 12 .7％と算出す

ることができ、2008 年時点の 1 .71％に比べて大きくシェアを伸ばして

いることが分かる。コーヒー、紅茶などの主力製品カテゴリーでの商

品拡充に加え、コットンやカカオなど新たな市場への企業の新規参入

や既存登録企業による商品拡充もあることから、今後も国内のフェア

トレード市場は拡大していくことが予想される。  

 

図表 3-2	 国内フェアトレード認証製品推定市場規模推移  

 
出所：フェアトレード・ラベル・ジャパン  

h t tp : / /w w w .fa i r t r ade - jp .o rg /new s /new s .h tm l? id=1763  

 

③ 	 認知度  

	 第 1 章の導入部でも触れたが、日本でのフェアトレードの認知度に

ついて改めて記しておこうと思う。本論文においては、「製品の背景

にある問題を正しく理解して製品を購入すること」の拡大を課題とし

て提起しているため、「認知度」を「フェアトレードの意味まで正確

に把握、または環境・貧困の問題と正しく結び付けられる割合」と定

義することとする（第１章の渡辺（ 2013）の「知名度」と「認知率」

を総合したものがそれにあたる）。  
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	 第 1 章において、日本のフェアトレードの認知度が高まってきてい

ることを述べた（ 2008 年時点で 17 .6%）。しかし、これも欧米の 50〜

80％の認知度 5と比較するとまだ低い位置にある。イギリスのフェアト

レード財団のデータを元にすると、 1999 年〜 2000 年にかけてはフェ

アトレードラベルの認知度は 10％強、 2001 年になって 20％に  

なり、そこから 2009 年に 70％強を記録するまで右肩上がりの伸び方

を見せている。また、渡辺（ 2010）によれば認知している人の割合を

構成する人の年齢や性別、社会属性、収入などもイギリスとほぼ同じ

だという 6。国民性の差こそあれ、国内のフェアトレード市場も拡大が

見込まれる中で、認知度も確実に高まっていくことが予想できる。そ

のうえで、いかにして認知度の伸び率を上げるか、というところに本

論文の論点があると言えるだろう。  

 

④ 	 消費者意識 	 

 

	 消費者のフェアトレードに対する意識に関しては、 N TT コム  リサ

ーチが 2013 年に詳細なデータ 7を発表している。  

 

図表 3-3	 フェアトレード商品の購入経験の有無  
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図表 3-4	 フェアトレード商品の購入理由  

 
図表 3-5	 フェアトレード商品を購入しない理由  

 

図表 3-6	 フェアトレード商品の購入意向  
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図表 3-3〜 3-6	 出所： N TT コム  リサーチ  

h t tp : / / r e sea rch .n t t com s .com /da tabase /da ta /001541 /  

 

	 このデータを見る際に留意しておきたいのは、調査対象がインター

ネットサイトの登録モニターであるという点からある程度のバイア

スがかかってしまい、国民全体としてのデータとして見るのには正し

くはないという点である。現に本調査におけるフェアトレードの「認

知」（＝内容まで知っている、名前まで知っていると答えた人の割合）

は 43 .8％と高い数値が出ている。従ってフェアトレードに対して比較

的意識関心の高い層への調査ということになるが、フェアトレードに

ついて認知する消費者がなぜ購入するのか／したがらないのか、とい

うことについては 1 つの参考になるだろう。  

	 まずフェアトレードを認知し、かつフェアトレード商品の購入経験

がある消費者（ 230 人）の商品の購入理由として最も多かったのが「商

品そのものを気に入ったから」で 70 .9％、「途上国の経済発展に貢献

できるから」という理由が 57 .0%で続いているが大きく差をつけてい

る。その後の「社会的にいいことだから」、「国際協力ができるから」、

「環境保全になるから」といった社会的な問題意識から来ると思われ

る倫理的な理由も比較的理由としては少ないことから、消費者はフェ

アトレード製品の購入を決める際、フェアトレードを知っているから

という理由や倫理的な理由よりも、商品そのものに価値を見出して買

っているということが伺えた。ただし、この数字は「名前だけ知って

いる」という人の購入経験も含んでいると思われるため、「背景にあ

る問題を正しく理解する」ことの難しさを示しているとも捉えること

ができる。  

	 また、フェアトレードを認知していながら商品の購入経験がない消

費者（ 172 人）については、フェアトレード製品の購入への妨げにな

ると思われた価格の高さよりも「フェアトレード商品を扱う店が近く

にないから」、「自分の欲しい商品でフェアトレード商品がないから」、

「どこでフェアトレード商品を購入できるか分からないから」という

理由が上位となった。また、全対象（ 2 ,350 人）の回答においては「フ

ェアトレード商品を購入したい」と答えている人が 53 .6％と半数以上

にのぼり、購入意向を示している消費者に対する質問では一般商品と

比較したフェアトレード商品の受容価格について、コーヒーが 68 .5％、

衣料品が 62％、アクセサリーは 56 .1％の消費者が一般商品より 1 割〜
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2 倍以上高くても購入したいと回答した。ここから、フェアトレード

の認知や購入意欲があれば価格は必ずしも消費者にとっての最重要

事項ではないということ、またフェアトレード商品の購入率に限って

言うならば購入可能な場所や商品バラエティの拡大がその上昇への

契機となることが見えてくる。  

 

	 日本におけるフェアトレードは、世界と比べれば規模は小さいもの

の、市場や認知度、社会からの関心など、どの点から見ても確実に広

がってきている。これからはさらなる普及のために、どのようにして

フェアトレード自体への関心を引き、フェアトレードのどの点をセー

ルスポイントとして伝えて購入に繋げるか、というところが課題にな

ってくるだろう。「商品そのものが気に入った」と答える消費者が多

いため、購入率を増やすためにはフェアトレード商品の魅力を伝える

ことが大事だと思われるが、もちろん問題関心の認知においても充分

に考える必要がある。商品の魅力と問題関心の認知の 2 つを結びつけ

ることができないかということについても、後の項で検討していきた

い。  

 

第 2節 	 日本におけるフェアトレード団体の取り組み 	 

 

	 2011 年 11 月末から 2012 年 1 月にかけて、外務省 N G O 研究会が国

際協力 N G O センター（ JA N IC）の N G O ダイレクトリーに掲載されて

いる日本の国際協力 N G O 約 400 団体（うち回答数 101 団体）を対象

に、日本の国際協力 N G O のフェアトレードに関する認識と取り組み

に関する調査を行った 8。  
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図表 3-7	 フェアトレード活動を実施しているか  

 
図表 3-8	 フェアトレードの理念に賛同し、  

南北の経済格差是正に寄与すると考えるか  
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図表 3-9	 フェアトレードを推進すべきか  

 

図表 2-12〜 14  出所：平成 23 年度外務省 N G O 研究会  

「フェアトレードを通じた国際協力」研究会報告書  p .13〜 15  

h t tp : / /w w w .m ofa .go . jp /m ofa j /ga iko /oda / sh im in /oda_ngo /houkokusho /pd f s

/02_h23_houkokusho1 .pd f  

 

	 ここでは高い割合の国際協力 N G O が FIN E のフェアトレードの理念

に賛同し、何らかの形でフェアトレードに現在関わったり、過去に関

わったことがあったり、実施を検討したことを示している。  

	 特筆すべきなのは、「フェアトレードの（ FIN E の）理念に賛同しま

すか」の質問に、回答した団体はすべて「はい」と答えている点であ

る。ここから日本の国際協力 N G O にはフェアトレードの開発協力に

おける意義は認識されていると言うことができるだろう。そして「フ

ェアトレードは貧困削減に寄与すると思うか」では「寄与する」が 88％、

「 N G O 業界全体としてフェアトレードを推進すべきか」という問いで

は「そう思う」が 68％となっているが、これはあくまでも国際協力

N G O としての動向であるため、 N G O 業界全体のフェアトレードに対

する考え方はまた異なってくるとは考えられる。しかし少なくとも

「オルタナティブ・トレード」として新たな貿易 —国際関係のあり方

を示しているフェアトレードに対して、主に国際協力活動を行う N G O

をはじめ日本の N G O が広く関心を持ち、取り組みの必要性も感じて

いる傾向が見てとれるということは言えるだろう。  
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第 3節 	 日本における企業の取り組み 	 

	 

	 日本企業のフェアトレードに対する取り組みとして、外務省 N G O

研究会（ 2012）は数パターンに分けられるとして、以下のようなパタ

ーン分けを行っている 9。  

 

① 	 社内消費型  

	 大日本印刷、 NTT コミュニケーションズ、沖電気など。  

	 社内の接待用、社員（従業員）用飲料、社員食堂でのフェアトレ

ードメニューの提供、そして社内での社員向けのフェアトレードシ

ョップの開店（フェアトレード団体に依頼して社内でショップを開

店してもらう）。欧州でも「職場でフェアトレードを ! !」というキ

ャンペーンが行われているが、小売ネットワークをもたなくても、

どの企業でフェアトレードを扱うことはできる。  

② 	 FLJ ライセンシー型  

	 トーホー、小川珈琲、ワタル（コーヒー）、ローヤル（バナナ）  

など。  

	 FLO の認証品を輸入・加工・卸しを行う。生産者／輸出業者⇒輸
入業者／加工メーカー（焙煎等）／卸し⇒小売網の経路を通る。コ
ーヒーが典型的なものだが、紅茶、バナナなど食品が中心で、日本

企業の取扱いとしては最も多いと思われる。企業にとっての取扱い

理由は、品揃え、高品質、安心・安全である。  

③ 	 プライベートブランド型  

	 イオン系列（トップバリュー、ミニストップ）が典型例である。 

	 フェアトレード商品を自社ブランド品として生産し、自社小売店

網で販売する。このパターンでは生産者との関係を重視しており、

またフェアトレードに体系的に取り組む姿勢がある。  

④ 	 生産者直接取引型  

	 フェアトレードを扱う以上は生産者と直接関わり、直接取引をし

ようとするパターンへと進んでいく。イオン、ミニストップ、ワタ

ル、ゼンショーなどがその例である。ゼンショーはソーシャルプレ

ミアムの使途にも関わっている。  

出所：平成 23 年度外務省 N G O 研究会  

「フェアトレードを通じた国際協力」研究会報告書 	 p .9〜 10  

h t tp : / /w w w .m ofa .go . jp /m ofa j /ga iko /oda / sh im in /oda_ngo /houkokusho /pd f s
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/ 02_h23_houkokusho1 .pd f  

 

	 このように、ひとくちに「フェアトレードに取り組む企業」と言っ

ても、その取り組み方は社内のみにとどまるものから、消費者や生産

者に直接アプローチするものまで多岐に及んでいることがわかる。本

論文では企業と消費者のフェアトレードを通じたコミュニケーショ

ンについて考えるため、①を除いた②、③、④に注目すると、やはり

同研究会も②の FLJ ライセンシー型、つまり認証型フェアトレードに

関して「日本企業の取扱いとしては最も多い」と述べている。しかし

③で「このパターンでは生産者との関係を重視しており、またフェア

トレードに体系的に取り組む姿勢がある。」と指摘している通り、フ

ェアトレードは生産者志向の問題であるため、本来ならば認証を受け

てラベルに貼り付けるだけではなく、企業がしっかりとフェアトレー

ドの問題を把握して取り組む必要があるのだ。おそらく認証ラベル製

品を扱う企業が増えている原因には、ラベルが分かりやすいものであ

り消費者に伝わりやすいという理由、そして先述したような時代によ

る CSR の要請を受けてフェアトレードに取り組む場合であれば、しっ

かりと問題の把握を行わないまますぐさま時代に対応すべく焦って

取り入れてしまうという理由が挙げられると考える。「問題解決」で

はなく「 CSR の実施」のために ”とりあえず ”でフェアトレードに着手

してしまうのでは問題の根本的な解決は望めない。これはフェアトレ

ードに限らず企業の CSR の取り組み方全体に言えることなのだが、谷

本（ 2006）の「 CSR は企業活動そのものを社会との関係の中で問い直

すことであり、本来ブーム的な話題ではない。」10という指摘を心に留

めておく必要がある。企業の ”CSR 的な ”フェアトレードへの関わりに

ついては、再考する必要があるかもしれない。  

 

第 4節 	 日本の NGO が求めていること 	 

	 

	 第 2 節で参考とした 2011 年の外務省 N G O 研究会の調査で、同研究

会は国内の国際協力 N G O に日本の企業・政府・自治体・消費者・N G O

に期待するフェアトレードに関連する取り組みについても質問して

いる。  

 

図表 3-10	 日本の N G O が期待する取り組み  
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（設問：「日本の企業・政府・自治体・消費者・ N G O  に期待するフェ

アトレードに関連する取り組みについてお答えください。」）  

 
 

 
出所：平成 23 年度外務省 N G O 研究会  

「フェアトレードを通じた国際協力」研究会報告書  p .16  

h t tp : / /w w w .m ofa .go . jp /m ofa j /ga iko /oda / sh im in /oda_ngo /houkokusho /pd f s

/02_h23_houkokusho1 .pd f  

 

	 主に企業、消費者、N G O に期待することを中心に見ると、企業には

消費者や社員にフェアトレードとの接触を与える場としての役割を

期待する意見が多く、消費者には積極的なフェアトレード製品の購入

を求める意見が多かった。ここから、N G O は現段階においては「とに
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かくまずはフェアトレードを知ってほしい」と考えていることが感じ

取れる。N G O に対して、フェアトレード商品を取り扱うこと以上にフ

ェアトレードの意識啓発を強く求めていることからも、フェアトレー

ドの認知の必要性を感じ、実現を強く望んでいることは確かだろう。 

	 また、企業に対して社員への意識啓発、政府に対して学校教育にお

けるフェアトレード教育の促進を求める声が多く出ている。 N G O は、

フェアトレード製品を導入することと同等もしくはそれ以上に、人々

がフェアトレードに対して意識を向けることを望んでいる。消費者に

対して求める項目にフェアトレードの認知がないことが確実性に欠

けてしまうが、そのような項目を設ければ、その項目も高い数値が出

るだろうと予測する。おそらく N G O は、フェアトレードの問題の本

質を正しく把握しており、まず接触の機会として製品を導入すること

も大事だが、ただ導入するだけではなく、その前に問題の背景につい

ても企業や消費者に正しく理解してほしいと考えているのだろう。こ

の結果から、本論文で定義するフェアトレードの「普及」が望まれて

いることも裏付けることができる。  
                                                             
1  北澤（ 2006） p 19、渡辺（ 2010） p 4 8  
2  J A N I C による調査（ 2 0 0 5 年）。  
3  谷本（ 2006）  
4  I T I による調査。 1 8 の主要なフェアトレード輸入団体と F L J の取扱高をもと
に I T I が計算。  
5長坂（ 2 0 1 2） h t t p : / / w w w . i g p n . o r g / c s r 2 0 1 2 / p d f / 3 r d / 0 8 _ i t i _ n a g a s a k a . p d f  
6  渡辺（ 2010） p p 1 0 8 ~ 1 3 2  
7平成 2 5 年 1 月 2 8 日〜 3 1 日、「 g o o リサーチ」の登録モニターを対象にインタ

ーネット上で実施。有効回答数 2 3 5 0 名。

h t t p : / / r e s e a r c h . n t t c o m s . c o m / d a t a b a s e / d a t a / 0 0 1 5 4 1 /  

8郵送及び E メールにてアンケート表を送付して調査。回答団体数 1 0 1 団体。

h t t p : / / w w w . m o f a . g o . j p / m o f a j / g a i k o / o d a / s h i m i n / o d a _ n g o / h o u k o k u s h o / p d f s / 0 2 _ h 2 3 _

h o u k o k u s h o 1 . p d f  
9  外務省 N G O 研究会（ 2012） p p 9 ~ 1 0  
1 0  谷本（ 2006） p 3 8  
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第 4 章 	 日本国内でフェアトレードを普及させるには〜理論の考察〜 	 

 

	 フェアトレードの海外と日本の歴史と国内の現状を見たところで、

フェアトレードが途上国の生産者を支援する「生産者志向」の新たな

貿易として推進されてきたこと、また日本の現状では認知度や購入経

験こそ低いものの人々がフェアトレードに対して関心を高めている

ことから今後の広まりが期待されること、また日本の N G O も概ねフ

ェアトレードを推進すべきと考えており、フェアトレードの普及を望

んでいることが分かってきた。その一方で、課題としては消費者のフ

ェアトレード製品の購入経験を増やすために製品を購入できる場の

提供や商品バリエーションの拡大が必要ということが挙げられた。  

	 ここで本論文における「普及」の定義を再度確認しておこう。本論

文が目指す消費者へのフェアトレードの「普及」とは、「消費者が背

景にある問題をしっかりと把握し、そこに問題意識を感じたうえです

すんでその商品を選ぶようになること」である。これを加味すると、

消費者に対する課題としては、上記 2 点に加えて消費者への教育も加

えなければならない。  

	 この章では、フェアトレードの普及に関連すると思われる学術的な

研究とフェアトレードそのものに関する議論をすり合わせながら検

討していくことで、フェアトレードの普及にどのような理論が適用で

きるのかということを見出すことを目標とする。言い換えればフェア

トレードの普及について学術的視点から捉えるということになるだ

ろう。フェアトレードという新しい貿易の形が、従来の理論でどこま

で説明ができるのかということを明らかにした上で、次章の現場の声

に繋げたい。  

 

第 1節 	 ソーシャル・マーケティング 	 

 

	 フェアトレード製品とは、途上国の生産者を支援するという目的を

先進国の消費者に訴えて購入させることで目的を達成する、人々の社

会貢献意識に根ざした「ソーシャル・プロダクト」1である。消費を通

じての社会問題解決を広めるための理論としては、 K ot le r と Lee が唱

えるソーシャル・マーケティングの考えが最も一般的であろう。その

うえ、企業が製品を売ることを考える際にはマーケティングの理論は

欠かせない。  



 56 

 

	 「ソーシャル・マーケティングとは、公衆衛生・治安・環境・公共

福祉の改善を求めて、企業が行動改革キャンペーンを企画、あるいは

実行するための支援手段のことである。常に「行動改革」が焦点であ

り、目指す成果である。」  

「企業のソーシャル・マーケティングは、行動改革に焦点を当てると

いうことによって、企業の他の社会的活動とは明確に区別される。」  

（ K ot le r ,  Lee  2007  p .132 より抜粋）  

 

また、国や地方自治体が行うソーシャル・マーケティングのキャンペ

ーンの評価やそれに基づく政策提言を行うために設立されたイギリ

スの The  N a t iona l  Soc ia l  M arke t ing  Cen te r（ N SM C）も、  

 

ソーシャル・マーケティングとは、個人や社会全体の利益のために

人々の行動を変えたり、維持することを狙いとした活動を発展させる

ために用いられる手法である。  

（ N SM C W hat  i s  soc ia l  m arke t ing?  

h t tp : / /w w w . thensm c .com /con ten t /w ha t - soc ia l -m arke t ing -1  より抜粋、  

樋口が翻訳）  

	  

というようにソーシャル・マーケティングを定義している。  

	 ソーシャル・マーケティングと類似したものにコーズ・リレーテッ

ド・マーケティング（ CRM）があるが、その定義は「企業の売上げか

ら得られた利益を何らかの組織に寄付すること」2とあり、製品の価格

に寄付金分を上乗せする、または価格分に寄付金分を含めるという点

で、生産者に公正な対価を支払うフェアトレードとは少し異なる点が

あると筆者は考える。また、ソーシャル・マーケティングの定義にお

いて「行動変革」を焦点に当てている点が、背景を認識し、問題を意

識して製品を購入するようになるというフェアトレードの「普及」に

繋がる部分があると考えた。  

	 K ot le r と Lee の定義を中心にしながら、その目的を「公衆衛生・治

安・環境・公共福祉の改善」だけではなく「生産者との公正な取引」

にも広げ、企業もソーシャル・マーケティングの戦略でフェアトレー

ド製品を売りだせば、消費者の購入を促すことができるのではないだ

ろうか。しかし、ここには重要なベクトルの違いが存在する。  
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	 ソーシャル・マーケティングの事例を調べると、消費者の心臓病予

防を訴えたサブウェイやごみの投げ捨て防止を呼びかけたセブン −イ

レブンなど、消費者の健康や環境改善を訴えるものが多く見られた。

重要なのは、この“消費者の ”という点である。再度フェアトレード

による公正な取引で何の改善を目指すのかを考えると、それは“生産

者の”生活であるため、ここにソーシャル・マーケティングで狙いと

するターゲットとの齟齬が発生しているのだ。  

	 しかし、ターゲットが異なるからといってすぐにソーシャル・マー

ケティングを一蹴するのにも難がある。消費者の健康面や生活環境な

どの向上を訴えて社会貢献志向の製品を企業が売り出す、ということ

は、反対に取ればフェアトレードにおいても消費者側が得られるメリ

ットを見出さなければ、消費者の購入のきっかけとならないかもしれ

ないということを示しているからだ。ソーシャル・マーケティングの

理念から、社会貢献志向の製品であっても、社会だけではなく、消費

者へのメリットも生むことを加味しなくてはならないことを学ぶこ

とができる。  

 

補足：  

	 JETRO の佐藤氏は CRM を「物語付き（ストーリー）マーケティン

グ」と呼び、商品にまつわる社会的背景（＝物語）を付け加えること

で付加価値を与え、買ってもらおうとすることがフェアトレードの原

理に通用する、と述べている 3。フェアトレードと CRM の相性につい

ては疑問を呈したところだが、商品にまつわる物語を付加価値とする、

という点はフェアトレード製品のマーケティングにおいて覚えてお

きたいポイントである。  

 

第 2節 	 消費者行動 	 

 

	 谷本、大室、大平、土肥、古村（ 2013）は、ソーシャル・イノベー

ション 4について、消費者行動 5の研究を参考にしながら、イノベーシ

ョンの普及に伴ってステイクホルダーの意識や行動がどのように変

化しているか、という研究を展開している。そこでは M cCracken（ 1988）

がディドロ効果 6の概念を用いて、消費者が文化に一貫した消費パター

ンを追求することを指摘していることを、新たにソーシャル・イノベ

ーションに置き換えて「消費者が新しいソーシャル・プロダクトを購
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入することで、それに付随するソーシャル・プロダクトを新たに購入

したり、他の社会的課題解決のための行動を実践する、と捉えること

ができる。」と解釈している。つまり、これをさらに本論文のケース

で置き換えるならば、フェアトレード製品を買った経験がなくても、

他のソーシャル・プロダクトを購入した経験があれば、フェアトレー

ド製品を購入する可能性もあると言える、ということだろう。しかし、

これはあくまでもソーシャル・プロダクトの購入経験のある消費者に

限られてしまい、ソーシャル・プロダクトの購入経験のない消費者へ

のアプローチについてはこの理論では考えられないことになってし

まうが、谷本らは同時に「消費者が今までの購買行動を変化させるの

は、衝動買いに代表される出発購入（ depa r tu re  pu rchase）」である、と

述べ、衝動買いなど明確な理由がない消費をきっかけにまた新たな文

化を形成し、新たな部分でディドロ効果を生んでいく、としている。

しかし、それでもなお疑問は残り、ソーシャル・プロダクトの初回購

入には明確な理由やタイミングがないのか、というようにも考えられ

てしまう。  

	 谷本らは、出発購入の裏にも「消費者が製品を主体的に評価し、意

味づけを行う」という行為が行われていることを指摘する。そこには、

製品の持つ「個人的意味」と「社会的意味」の 2 つの意味が、消費者

の評価に影響しているのだという。  

	 個人的意味とは「特定の個人が製品に対して抱く意味」（ Rich ins  1994）

であり、社会的意味とは「大多数の社会的構成員が製品に対して抱く

意味」（ Rich ins  1994）であるとし、この 2 つは自己概念と関連してい

るのだと主張する。つまり、整理すると、製品が「自分にとって良い」

または「社会にとって良い」と認識すると、その価値観が「自分らし

さ」を形成していることを潜在的に認めて、自己実現を達成するもの

として製品の購入に踏み切る、というようになるだろうか。  

	 このように考えると、社会的課題に関心が集まり、国民のボランテ

ィア活動への参加意欲が高まっている今、日本において消費者の意識

に訴え、フェアトレード製品を広めていくことも可能なのではないだ

ろうかという可能性が見えてくる。また、フェアトレードが解決しよ

うとしている問題の認識が、「社会に貢献したい」と考える消費者に

とっての“メリット”となるため、第 1 節で課題として挙げた消費者

側へのメリットは解消されるかもしれない。社会貢献意識の高い、あ

るいは社会貢献の意識を潜在的に持っている消費者にとっては、やは
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りフェアトレードの背景を訴えることが効果的なのかもしれないと

いうのが、フェアトレード製品のマーケティングについて消費者行動

から捉えた際の結論である。ソーシャル・プロダクトの購入経験のな

い消費者や、社会貢献に特に関心を持たない消費者については、やは

り彼らに生まれるメリットを別途考える必要があるだろう。  

	  

第 3節 	 フェアトレードのマーケティング 	 

 

	 W itkow sk i（ 2005）は、フェアトレードをマーケティングの理論で

捉えること自体に対して疑問を呈している。彼の主張を取り上げて解

釈すると、以下のようになる。  

 

	 「フェアトレードとソーシャル・マーケティングの概念は似ている

と考えられがちだが、そこには大きな違いがある。そもそもマーケテ

ィングの概念は、恵まれない生産者よりも、消費者の主権や満足を最

優先事項とするからである。また、マネジメントの教義は、消費者の

好みについて倫理的な判断を下さないし、途上国の生産者と豊かな消

費者が結びついている構造を明確にすることも行わない。フェアトレ

ードが決定的に共同の方向性を持っているのに対して、マーケティン

グ理論は個人主義や個人所有、競争の方向性を持っている。フェアト

レードが市場の失敗に焦点を当てているのに対して、マーケティング

理論は整備された組織のための市場を構築することに焦点を当てて

いる。」  

（W itkow sk i  2005  p26 より樋口が翻訳）  

 

	 つまり、第 1 節で述べたのと同様に、フェアトレードとソーシャル・

マーケティングは方向性が異なるということを指摘しているのだ。ま

た、フェアトレードは、例えば ”電気をこまめに消すことでお金を節

約して、環境にも優しい行動をしよう ”といったような ”節約志向 ”のも

のではなく、むしろ一般的な価格に金額を上乗せする形式であるため、

節約志向の消費者へのアプローチは難しいだろうということも述べ

ている。  
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第 4節 	 「企業のフェアトレード」への批判 	 

 

	 マーケティングではないが、企業がフェアトレード製品を扱うこと

自体に関する疑問は日本国内でも起きている。北澤（ 2009）は、フェ

アトレードラベルの功罪についての考察で、フェアトレードラベルの

「罪」として「大企業を「仲間」にしたこと」と、「大企業へ免罪符

を与えてしまったこと」を挙げている。  

	 前者の「大企業を「仲間」にしたこと」に関しては、  

 

	 「フェアトレードラベルの前身であるオルタナティブトレード運動

は、大企業を「敵」として、大企業に対してノーを唱えて始まった。

それが、ラベル運動がその大企業を「仲間」にしてしまったため、フ

ェアトレード運動内に大きな不協和音が生じてしまった。」  

（北澤 2009  p .12）  

 

	 後者の「大企業へ免罪符を与えてしまったこと」に関しては、  

 

	 「大企業へ免罪符を与えてしまったことで、消費者の目が逸らされ、

大企業や貿易システムが根本的に変革することを逆に妨げてしまう、

逃げ道を与えてしまうということも指摘されている。（中略）しかし、

それではラベルがなかったとしたら、大企業が根本的な変革を行う要

素があるかというと、それも疑問である。認証制度によって大企業が

フェアトレードに関与するようになり、身近なお店で商品を手にして

初めて、フェアトレードやその背景の問題を知る消費者も多い（実際、

フェアトレードの目的の 1 つがそれである）。であれば、ラベルによ

って企業がフェアトレードに参入することが、本当の変革を促進する

のか、もしくは逆に阻害するのか、どちらであるかの判断は難しいと

言わざるを得ないだろう。」  

（北澤 2009  p .12）  

 

と述べ、北澤も同じように企業とフェアトレードの方向性の違いから、

企業がフェアトレード（ラベル）を扱うことに対しては、一概に良い

とは言えないという見解を述べている。北澤の意見はあくまでもフェ

アトレードラベルのものに限定されているのは注意すべき点だが、根
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本的なベクトルの違いを主張している点は、認証ラベル製品であって

もそうでなくても、企業のフェアトレードへの取り組み自体への疑問

として捉えてよいだろう。「生産者志向」のフェアトレードを「消費

者志向」のマーケティング理論で捉えることは、本来のフェアトレー

ドの目的に反してしまうおそれがあることが分かる。  

 

第 5節 	 小括 	 

	 

	 この章の目的は、フェアトレードという新たな貿易の形が、従来の

理論でどこまで説明ができるのか、ということだった。しかし、フェ

アトレードは生産者志向のものである以上消費者をターゲットとす

るためのマーケティングの理論で論じること自体が誤っているとい

う主張があり、確かに元の方向性が異なれば、 ”どこまで ”という部分

的な問題ではなく、最初からその理論において議論はできないし、無

理やり当てはめて議論することも、フェアトレードの本来の目的を見

失う可能性があるため危険であるという結論に達した。  

	 しかし、理論から学ぶこともある。特に忘れてはならないのは、社

会貢献志向の製品であっても社会だけではなく消費者へのメリット

も生むことを考えなくてはならないということ（第 1 節）、付加価値

としての“物語”の可能性（第 1 節補足）、消費者の社会に対する意

識レベルの違いによってアプローチ方法を変えなければならない（第

2 節）、という 3 つの点だ。  

	 生産者の生活改善という目的を忘れることなく、消費者に対しても

メリットを生み、背景にある問題を伝えることで正しい認知と購買を

促し、社会的関心の低い層へのアプローチも可能となる、すべてを満

たすようなフェアトレードの普及の方法はあるのだろうか。既存の理

論では説明することができなかったため、フェアトレードの現場の声

を聞いた上で改めて考察することとする。  
                                                             
1“ソーシャルプロダクツとは、企業および他の全ての組織が、生活者のみなら

ず社会のことを考えて作りだす有形・無形の対象物（商品・サービス）のこと

で、持続可能な社会の実現に貢献するものである。”（一般社団法人ソーシャル

プロダクツ普及推進委員会  ソーシャルプロダクツについて

h t tp : / /w w w .a p sp .o r . jp /a b ou t_sp /  ）  
2  K o t l e r  &  L ee（ 2007） p 94  
3  2008 年 11 月 11 日放送  日本テレビ  デイリープラネット「プラネット V IE W」
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（ h t t p : / / w w w . i d e . g o . j p / J a p a n e s e / R e s e a r c h / R e g i o n / A s i a / R a d a r / 2 0 0 8 1 1 1 1 . h t m l）  
4  “社会課題の解決に取り組むビジネスを通して、新しい社会的価値を創出し、
経済的・社会的成果をもたらす革新”（谷本、大室、大平、土肥、古村 2 0 1 3）  
5“一般に、消費行動と購買行動、購買後行動から構成され（杉本編 1997）、消

費者の変化を意識と行動の両側面から検討する。 ”（谷本、大室、大平、土肥、

古村 2 0 1 3）  
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第 5 章 	 フェアトレード現場の声 	 

	 

第 1節 	 現場取材の目的 	 

 

	 フェアトレードの普及に関して、これまではフェアトレードの本質

を掴み、データや理論を見ることで課題を明らかにしてきたが、実際

にフェアトレード活動を行っている現場はどのような意見を持って

いるのか。現場の生の声を聞くべく、企業とフェアトレード団体への

インタビュー調査とフェアトレード団体での参与観察を行った。  

	 企業とフェアトレード団体の 2 つに調査を行った理由は、両者の声

を比べることで、一致している部分や認識の違いがあるかを探るため

である。企業にはフェアトレードに対する考え方を聞くことで企業が

フェアトレードをどのように捉えているかを知ること、フェアトレー

ド団体には長い間フェアトレードを専門に取り組んできた立場とし

て、フェアトレードは本来どのようなものであるか、また企業のフェ

アトレードへの取り組みに関してはどのように感じているかを聞く

ことで、両者のフェアトレードへの考え方について比較検討すること

ができるだろう。  

	 また、フェアトレード団体に関しては団体のご厚意でボランティア

による参与観察も実施させて頂いた。現場に入り込むことで見えてき

た、フェアトレード団体の活動の信念、ひいてはフェアトレードにお

いて大切にすべき点などをこの場で報告・分析したいと思う。  

 

第 2節 	 企業の声（株式会社ヤラカス舘 	 SoooooS.カンパニー） 	 

 

（１） 	 取材先概要 	 

 

取材先：  

	 株式会社ヤラカス舘 	 SoooooS .カンパニー 	 カンパニー長  

	 中間大維様  

SoooooS .とは：  

	 株式会社ヤラカス舘が 2012 年に開始したソーシャルプロダクツ・

ポータルサイト運営事業。ソーシャルプロダクツ（人や地球にやさし

い商品・サービス）を扱う日本最大級のショッピングモールである。

「人と地球にやさしいサービス“ソーシャルプロダクツ”の購入・発
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見ができるサイト」として、オーガニック、フェアトレード、環境配

慮、地域・伝統支援など様々な団体のソーシャルプロダクツに向けて

市場を提供するサービスを行っている。商品カテゴリーだけではなく

消費者が関心のある社会問題や寄付したい対象に応じて商品を絞込

み、比較し、選ぶことができるのが大きな特徴。  

選定理由：  

	 フ ェ アトレード製品は社会貢献思考のあるソーシャルプロダクツ

の 1 つであると捉えており、実際に SoooooS .でも取り扱われている。

フェアトレード製品を商品として販売しているという理由に加え、ソ

ーシャルプロダクツを販売したいと思っている団体と SoooooS .のサ

ービスを利用する利用者を繋ぐ役割をしているというのがもう 1 つの

理由である。フェアトレード団体と消費者の 2 者に対して接点を持っ

ている立場において、両者の意見を取り入れて随時サービスに反映し

ていると思ったため、フェアトレード団体と消費者双方にとって良い

サービスとはどのようなものかについての意見を伺いたいと思い取

材をお願いした。  

 

（２） 	 取材概要 	 

 

取材日、場所：  

	 2014 年 7 月 29 日（火）ヤラカス舘東京事業本部にて  

取材主旨：  

	 主にフェアトレード製品販売に対する取り組みにおいて、フェアト

レード団体と消費者との接点を持つ存在としての考えを聞く。また、

日本でまだ認知の浅いフェアトレードの普及についての考えも、伺う

ことができれば聴取する。  

① 	 フェアトレード製品の販売において、フェアトレード団体が企業

（ SoooooS .）に対して要望を出すことはあるのか、また、それはど

のようなものなのか。  

② 	 企業はフェアトレード団体に対して望んでいることはあるか。  

③ 	 消費者への訴求に関してはどのような考えを持っているか。  

④ 	 フェアトレードの普及に関してはどのように考えているか。  
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（３） 	 取材内容 	 

 

① 	 フェアトレード製品の販売において、フェアトレード団体が企業

（ SoooooS .）に対して要望を出すことはあるのか、また、それはど

のようなものなのか。  

② 	 企業はフェアトレード団体に対して望んでいることはあるか。  

 

—団体にもよるが、フェアトレード商品を取り扱っている団体は「商

品を流通させたい」と思っている。  

企業に対して要望を出すというよりは、商品を流通させるために

「企業の力を貸して欲しい」という姿勢。企業のニーズを汲み取り

それに団体が応じる。特に大企業で商品を扱ってもらうにはある程

度の手頃な価格・高品質が求められる。ただし現時点では認証によ

る料金などのコストが障壁となってフェアトレードを扱う企業は

少なく、寄付付き商品（商品の価格の一部を支援対象に寄付）のケ

ースが多いように感じている。  

 

→ここで指している「企業」とは SoooooS .のように市場を提供してい

る企業ではなく、フェアトレード製品を自社の商品として取り込み、

販売をする小売企業である。「商品を流通させたい」と考えるフェア

トレード団体は自分達の力のみでは商品を流通させることに課題を

感じているため、 SoooooS .のようなサービスを利用したり、流通ノウ

ハウを持つ小売企業と連携しようとするようである。しかし、高い品

質の商品を大量生産・流通させることでコストを抑えるような大きな

企業とコラボレーションする場合には、フェアトレード製品にも同じ

ように安価・高品質という条件が求められるという点が 1 つのポイン

トである。フェアトレードという製品の特性上、ある程度は値段が割

高であったり流通が制限されてしまうのはフェアトレードに取り組

む以上覚悟の範囲内とのことだったが、やはりコストが高いという理

由でフェアトレードに着手する企業が少ないのは、いまだに消費者間

でフェアトレードの認知の低い日本でそこにわざわざ取り組むのは

リスクが高すぎると認識しているからだろう。企業がフェアトレード

に対して関心は持っても、「普及」しようという考えまでには至らな

いという現状も垣間見ることができる。二者の連携においては、それ

ぞれが強み・弱みを持つため、お互いのニーズを汲み取り連携してい



 66 

るようである。  

 

③ 	 消費者への訴求に関してはどのような考えを持っているか。  

 

—消費者に商品を買ってもらうためには、様々なニーズに対応する

ための「品揃え」、身近に手に入れることが出来るという「場所」、

そして商品のことが詳細に分かる「わかりやすさ」の三本柱が最も

重要だと考えている。これはソーシャルプロダクツだからというの

ではなくすべての商品に関して言えること。ソーシャルプロダクツ

の場合はこの三本柱が ”大前提 ”となり、まずこの 3 点をクリアし

なければならない。  

特に小さな NPO・ NG O 団体では扱う商品が 3 ,4 品であるなど品揃

えに限界があり、また商品を流通させる場所も限られている場合が

多いため、SoooooS .のサービスはそのような課題を解決するために

存在している。ソーシャルプロダクツにおいては品質やデザイン、

価格なども重要な要素に含まれてきている。  

 

→ SoooooS .のサービスは消費者が求めている 3 つの点をソーシャルプ

ロダクツに対してクリアさせるためにあるものだと、サービスの目的

が明確に分かった。 SoooooS .が商品を揃えた上で、比べることができ

るという点を押し出しているのは、消費者にその点をアピールするた

めなのかもしれない。  

 

④ 	 フェアトレードの普及に関してはどのように考えているか。  

 

—SoooooS .も発足してまだ 2 年程でフェアトレード商品の売上は多

くはないため、普及に関してはまだ明確に言えないことが多い。フ

ェアトレードに限らずどのようなモノでも消費者が商品に対して

求めるのは品揃えと品質。フェアトレード浸透の大前提としてまず

この 2 点を揃えることが課題である。今後企業が商品としてフェア

トレードを取り扱うことが浸透していくのは、可能性としてはある

と考えている。  

 

—普及のために教育が果たす役割は大きい。現在では小中学校の教

科書に「フェアトレード」の単語も出てくるようになっているため、
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このように学校教育によってフェアトレードを教えていけば、今後

5〜 10 年で子どもたちが主力な消費者層となったときに効果を発

揮するだろう。大人においては子どもが習ったことについての会話

を通しての認知、またより高齢者層においては社会貢献意識が高ま

っていることが多いため、自ら関心を持つ、といった形で若い層か

ら高齢者層までに認知が広がっていくのではないだろうか。フェア

トレードに取り組む団体による普及啓発活動も期待される。  

 

→企業は専門知識も持っていないため、普及までは行えないうえ、コ

ストの関係上普及活動を試みるケースも少ないだろうというのが筆

者の見解である。普及に関しては、ここでは“教育”という新たな手

段の可能性を見出すことができた。フェアトレード製品はソーシャル

プロダクツである以上、“社会に貢献する”というマインドによって

消費されるケースも多いため、教育の段階からそのようなマインドが

身についていれば、おそらく市場における主な消費者層となった時に

市場を見る目が変わってくるだろうと考える。  

 

⑤ 	 その他  

—社会貢献に対して意識が高く、ある程度の大企業であれば、フェ

アトレード団体と連携をせずに自分たちで直接生産者と契約を結

び、製品を輸出入して販売するというすべてのプロセスを担う場合

もある。企業とフェアトレード団体が連携する場合には、企業と団

体でお互いの規模が同じくらいの者同士で連携をしたほうが、流通

量や品揃えなどビジネスの規模に齟齬が生じないため、そのほうが

良いと考えている。その上で、大きな組織と中小組織では取るべき

戦略がまったく異なってくる。  

 

−大きな規模におけるフェアトレードは品物の大量流通、中小規模

におけるフェアトレードは情に訴えることが課題になっており、そ

れぞれターゲットも異なる。規模が大きいほどフェアトレードに対

して様々な関心レベルの多くの消費者にアプローチができ、規模が

小さければ関心の高い消費者をターゲットに綿密な情報伝達をす

ることで消費を促すことができる。企業が取り組むべきなのは他社

との差別化などの商品のミクロな戦略、フェアトレード団体が取り

組むべきなのはフェアトレードの普及啓発活動など、フェアトレー
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ドそのもののマクロな戦略であると思う。  

 

（４） 	 小括 	 

 

	 筆者の SoooooS .のサービスの特性への理解が至っておらず、一般的

な小売企業について中心に質問をしてしまったこと、また、フェアト

レードより前例を多く持っているであろう他のソーシャルプロダク

ツについてや消費者への訴求などに関して詳しく伺うことができな

かったことなどが取材の反省点である。  

	 SoooooS .がソーシャルプロダクツに対して市場を開くサービスを展

開しており、中間氏はフェアトレードにおける現状や課題を充分に把

握されていたため、企業とフェアトレード団体との連携に加えて、そ

の点についても詳しくお話を伺うことができた。中間氏が強調してい

らっしゃったのは、とにかく商品のマーケティングが大事であるとい

うことである。日本では企業や消費者の社会的な意識は少しずつ高ま

ってきていると感じているため、先述したマーケティングにおける最

重要の三本柱さえ果たせば、あとは企業や消費者のマインドがフェア

トレードに向かってくるだろうという考えなのだろう。また、そもそ

も商品が売れないと社会貢献にならない、というようなことをおっし

ゃっていたことも印象的であった。ソーシャルプロダクツにおいては

“売る＝利益を上げる”といった直接的な構造にはならないのかもし

れないが、“多く売るための戦略”と“商品ごとの背景を伝えるため

の戦略”は、中間氏が「規模によって取るべき戦略が異なってくる」

と言及していた通りに同時には実現しにくいことなのかもしれない。

フェアトレードの特性と、売ることで社会貢献を実現することのジレ

ンマを感じた取材でもあった。  

 

第 3節 	 フェアトレード団体の声（有限会社ネパリ・バザーロ） 	 

 

（１） 	 取材先概要 	 

 

取材先：  

	 有限会社ネパリ・バザーロ 	 代表  

	 土屋春代様  

ネパリ・バザーロとは：  
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	 ネ パールの人の経済的自立を目指したフェアトレード企業。 IFA T

に所属。1992 年よりネパールの人々の就業拡大を目指してネパールの

ハンディクラフト製品、服飾、食品の企画・開発、輸入、卸、販売を

手掛ける。その他にも神奈川県内の障害者地域作業所と食品の企画・

開発・販売、そして近年は気仙地域に伝わる椿油を使った商品開発・

販売による震災復興にも取り組んでいる。なお、フェアトレードに関

しては認証は取得せず、ネパールの生産者と直接関係を持つ提携型フ

ェアトレードの形を取っている。  

選定理由：  

	 日本でフェアトレードの活動が盛んになりはじめた 1990 年代から

活動を開始し、現在まで約 20 年間活動を行ってきた日本の代表的な

フェアトレード団体であるため。長期間フェアトレードに取り組んで

きたことで感じている時代の流れによる変化や、フェアトレードに取

り組む他セクター（企業や N G O など）に対する考え、またそれらと

の連携についての考えを伺いたいと思い、取材をお願いした。  

 

（２） 	 取材概要 	 

 

取材日、場所：  

	 2014 年 8 月 8 日（金）地球市民かながわプラザ  ベルダにて  

取材主旨：  

	 ネパリ・バザーロを、フェアトレードを専門的に取り組む当事者と

して位置付け、日本において現在までにどのような社会の反応の変化

があったのか（認知・普及の流れ）、企業との連携に関してはどのよ

うに捉えているのかを主に聴取する。  

① 	 創立以来 22 年間での日本でのフェアトレードに対する反応の変化

（主に消費者）  

② 	 他の団体・企業との連携に関して〜過去の韓国 N G O の事例を元に  

 

（３） 	 取材内容 	 

 

① 	 創立以来 22 年間での日本でのフェアトレードに対する反応の変化

（主に消費者）  

（ ※「反応の変化」は、売上、社会からの反応、売れ筋商品などを
指すこととする。）  
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−（設立当初）  

設立当初は当然のごとくフェアトレードは日本に浸透しておらず、

受け入れられるまでに 10 年ほどの時間がかかった。  

初めは利益や金儲け目当てではなく「ネパールの文化を伝える」目

的でバザーを行っていたが、メディアからの取材があっても間違っ

たように伝えられてしまうことが多く、消費者からも「すでに持っ

ているものしかない」「値段が高い」と批判的に受け取られていた。

日本は消費者が製品に対して求めるレベル（特に品質）が世界のう

ちでもトップクラス並に高いため、製品のクオリティを引き上げる

ために現地の技術者を教育するのにも相当な工夫と時間を要した。

また、国内での販売価格を決めるのにも綿密なマーケティングを行

った。  

 

−（現在）  

フェアトレードそのものを広めることは特に重視していない。それ

よりも商品の「ものがたり」を伝えることを重視している。商品名

に「サヌ・バイさんのブローチ」などと生産者の名前を付けたり、

店に来た客に生産者のことを伝えたり、店頭に生産現場や生産者の

写真を展示するなど、消費者に生産者の顔が見えるような工夫をし

ている。そうすると、消費者も“商品”ではなく“生産者そのもの”

を気に入ったり、応援したいという気持ちで買ってくれるという。

そのことで、“買い物の満足感”と“人とつながる感覚”を利用客

に与え、リピーター獲得に繋げている。生産者のその後を気にして

来店するお客も多い。（ネパリ・バザーロの利用客はリピーターが

中心。）  

現在では、新規の客に関しては口コミ・プレゼントによるものが多

い（広報には特に力を入れておらず、弱いと感じている部分でもあ

る）。最近ではフェアトレードについて教えることを教育の一環と

して行っている幼稚園に子どもを通わせている母親などのケース

も。  

また、最近では 2011 年の東日本大震災が大きなきっかけとしてあ

った。震災以降、社会貢献に対して関心を示す人が増えた。  

 

→やはりフェアトレードに専門的に取り組んできた団体であるため、
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生産者側の様子を非常に大事にしているという姿勢が伺えた。ネパ

リ・バザーロでは、それを商品の「ものがたり」とし、店頭に展示し

たり消費者に直接伝えることで商品の一種のセールスポイントとし

ている。この方法は、第 4 章第 1 節で触れた“消費者側へのメリット”

やストーリーマーケティングに対しての答えになりうるかもしれな

い。商品の「ものがたり」を商品と共に付加することで、フェアトレ

ードの本来の目的において重要な生産者のことを中心に置きながら、

利用客の満足に繋げることと、フェアトレードの背景を伝えることを

同時に達成している。  

また認知の機会においては、第 1 節の中間氏と同じように幼少期から

の教育によって消費者の意識の土壌を作ることも効果的かもしれな

いということ、また東日本大震災のように大きな事件などをきっかけ

にして人々の考えがシフトする可能性があることの 2 つを主に挙げて

いた。  

 

② 	 他の団体・企業との連携に関して〜過去の韓国 N G O の事例を元に  

（※韓国 N G O の事例：ネパリ・バザーロが扱っていたコーヒー豆

を、ネパリ・バザーロと連携していた韓国の N G O である Beau t i fu l  

Founda t ion に輸出していたところ、 N G O 側の需要があまりにも高

まってきたため、築いてきたビジネスを丸ごとネパリからその団体

に譲った事例。）  

 

−ネパリ・バザーロが目指すのは生産者（たちの団体）の「成長」。

「成長」とは、ネパリ・バザーロが次第に買い取り量を増やすので

はなく、ネパリ・バザーロ単体ではその取引の量などを維持しなが

ら、生産者が他の国や企業に輸出する機会を増やし、ネパリ・バザ

ーロがその生産者にとって“相対的に”小さくなること。しかし、

だからといって将来的に繋がりを断つのではなく、細々とでも付き

合いは続ける。生産者側も成長のきっかけを与えてくれたネパリ・

バザーロをとても大切な存在に思い、関係を大事に保っている。（そ

のため、製品の取り扱いを“丸ごと”譲った韓国 NG O の事例はむ

しろ特異な事例である。）  

 

−一般企業と連携することは危険視している。実際に、フェアトレ

ードに着手しようとして「売れなくなったらやめる」と発言した企



 72 

業の担当者の声を聞いて驚愕した。“生産者の生活を持続的に支援

する”という目的を果たすために関係を長く続けることが大事であ

るフェアトレードにおいて、それは致命的な間違いである。  

 

−企業のフェアトレードに対する取り組み方は 2 つある。 1 つはネ

パリ・バザーロなどのフェアトレードを専門的に扱う組織と取引す

るものと、もう 1 つは現地の生産者と直接取引するもの。土屋氏は

前者の方が理想。  

理由は上記のように企業が自分の都合で生産者との取引を勝手に

打ち切り、生産者の生活を苦しめてしまう可能性があるから。企業

の担当者に望むのは、「持続的な取り組み」と「生産者に輸出量や

価格で無理をさせないこと」、「多少販売価格が高くなっても構わな

い」というフェアトレード価格への理解。  

フェアトレード組織の広報力には限界があるため、企業が上記のこ

とを理解さえしていれば、むしろ企業の強力な広報力によってフェ

アトレード団体と企業の連携がプラスに働く可能性もあると考え

ている。土屋氏が企業に求めることは広報の力そのものだという。 

 

→企業のフェアトレードへの取り組みや、フェアトレードにおける企

業との連携においては、やはり厳しい姿勢で見ていることを感じた。

企業の、消費者に売れる製品を扱いたいという理由で商品が売れなけ

れば即座に市場から降ろさなくてはならないというスタンスが、フェ

アトレードの本来の目的と反対方向を向いていることを改めて明確

にしている。  

継続的に同じ量を取り扱い、売り上げるという「持続的な取り組み」

と「生産者に輸出量や価格で無理をさせないこと」、そしてフェアト

レード価格への理解を求める、というのはフェアトレードを現在扱っ

ている、または扱おうとしている企業への重要な課題だろう。“広報

力を求める”というのは少し誘導尋問的になってしまったが、企業が

フェアトレードの本質を理解し、その理念を実行するだけの姿勢があ

れば、確かに企業の広報力はフェアトレードの認知・普及において大

きな意味を持つだろうと思った。  
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（４） 	 小括 	 

 

	 取材によって主に明らかになったのは、ネパリ・バザーロは「フェ

アトレードの浸透」は特に意識していないということだ。むしろ商品

の「ものがたり」によって自然と人々がフェアトレード製品を手に取

ってくれること、そして知らないうちにフェアトレードの仕組みや理

念が浸透していることを目指しているようだった。企業との連携に関

して、フェアトレードに対する理解さえあれば広報力が強みになると

言っていたが、ネパリ・バザーロでは広報を特に重視していないあた

り、企業が他に出来ることはあるかを考える必要もあるかもしれない。 

	 SoooooS .の中間氏への取材で、企業はコスト面における懸念からフ

ェアトレードを導入することに渋っているということがあった。やは

り企業はコスト・利益を重視してしまうあたりにフェアトレードへの

一番への課題があるのだろう。取材を通じて、そもそもフェアトレー

ドの本質を理解せずにコストや利益を優先してしまうという時点で、

企業がフェアトレードの普及活動を行うことは相性が悪いのかもし

れないという意見を持った。  

 

第 4節 	 ネパリ・バザーロでの参与観察報告 	 

 

（１） 	 活動概要 	 

 

活動場所：  

① 	 ネパリ・バザーロ事務所（神奈川県横浜市）、  

② 	 ネパリ・バザーロ支援先被災地（岩手県陸前高田市）、  

③ 	 ネパリ・バザーロ期間限定ショップ（東京都目黒区）  

活動日時：  

① 	 2014 年 8 月 25 日（月）、 9 月 5 日（金）  

② 	 2014 年 10 月 4 日（土）〜 5 日（日）  

③ 	 2014 年 10 月 25 日（土）、 26 日（日）  

活動内容：  

① 	 商品や郵送物の梱包、商品の検品・ラベリング作業など  

② 	 ネパリ・バザーロ主催のツアーに参加。椿油搾取体験など  

③ 	 商品陳列、接客など  

取材させて頂いた方々：  
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土屋完二様（ネパリ・バザーロ副代表）、  

高橋百合香様（ネパリ・バザーロスタッフ）、  

平野裕里香様（ネパリ・バザーロスタッフ）、  

その他、ネパリ・バザーロのスタッフ・パート・ボランティアの方々、  

ネパリ・バザーロに関わる団体の方々、  

ネパリ・バザーロの利用客の方々など  

 

（２） 	 活動を通して得た声 	 

 

−（企業のベクトルとフェアトレードのベクトルについて）  

商品開発をする際、企業は「売れるもの」を作りたいために消費者

のマーケティングから始めるが、フェアトレードは本来生産者の生

活に着目し、彼らの生活を改善するためのもののため、そもそもの

大元が全く逆（川上と川下）。そのために企業が“正しく”フェア

トレードに取り組むのはそもそも難しいと考えており、危惧もして

いる。  

−（フェアトレードの普及について）  

ネパリ・バザーロは“小さく・長く続ける”ことをモットーとして

おり、先述したようにフェアトレードを広げることは特に重視して

いない。また事務所も 10 名程度と少数体制。生産者の生活にまる

ごと責任を持つという意味で、ネパリ・バザーロが扱う生産者も決

して多くはない。利用者も商品のファンやフェアトレードに対して

関心の高い人がリピーターになるケースが多く、浸透・普及よりは

人とのつながりを大事にしている。  

−（フェアトレードのターゲットについて）  

（フェアトレードを研究しながらボランティアとして参加してい

る方）学術的にはピラミッド型で消費者が関心別に分けられ、多く

を売ることでいかに裾野を広げようとしているか、という議論にな

る場合が多いがそうではないと思う。ターゲットに合わせた適切な

アプローチ法があるはず。  

−（ネパリ・バザーロを利用する理由）  

“いいものを使っている”という実感があるから。安くてすぐ捨て

てしまうようなものよりも、多少高くても長く使えるものを買いた

い。ネパリ・バザーロの商品は品質がいい。  
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（３） 	 小括 	 

 

	 実際に事務所で作業をしたり商品を使ったり、事務所の方をはじめ

ネパリ・バザーロに関わる様々な方と直接触れ合う中で感じたのは、

やはりネパリ・バザーロが ”人とのつながり ”を非常に大事にしている

ことだった。生産者とも利用者とも狭く深い付き合いをすることで、

その人とネパリ・バザーロとの繋がりを濃くしているのだ。購買意欲

が生まれるのは、フェアトレードに関心があるというよりは、そうい

った“つながり”や“ストーリー”に感動して、という場合か、また

は品質の良さを評価しているから、という場合が多いということが身

をもって理解できた。一方で企業の取り組みに関しては土屋氏と同様

非常に厳しい目を持っており、やはり出発点（消費者と生産者）が異

なったり、“多くを売る”ことを重視する企業がネパリ・バザーロの

持つような理念を共有することは難しく、フェアトレードに着手する

ことに対しては警戒している印象を得た。  

	 企 業 とフェアトレードとのベクトルの違いやターゲットについて

も現場の声を聞くことができ、理論を通じて行った考察やインタビュ

ー取材の内容を裏付ける結果となった。  

 

第 5節 	 取材のまとめと考察 	 

 

	 フェアトレード製品に対して市場を開いている会社と、フェアトレ

ードに黎明期から取り組んできた組織の声を取材によって聴取、そし

てフェアトレードの現場をボランティアとしての参加によって参与

観察を行った。そこから最も明確になったことは、やはり“企業とフ

ェアトレード団体のベクトルの違い”である。何度も述べるように、

生産者の生活を持続的に支援するためのフェアトレードは、商品を扱

う側に持続的な取り組みが求められる。一般的な小売企業は商品のマ

ーケティングを始める際に消費者の目線に立つという時点で、生産者

志向のフェアトレードの取り扱いには難点を抱えてしまうのではな

いかと思った。そのため、企業がフェアトレードの普及に貢献するこ

ともほぼないのである。  

	 土屋氏が触れていた、企業に必要とされる「持続的な取り組み」と

「生産者に輸出量や価格で無理をさせないこと」、「フェアトレード価

格への理解」というものは、おそらく短期間で身につくものではない
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し、企業全体にフェアトレードの文化を浸透させるのには自社のビジ

ネスの理念までも根本的に変えなくてはならない所にまで至る可能

性がある。現在の教育現場はソーシャルマインドの育成という意味で

今後のビジネスのあり方を左右しているとも感じた。  

	 ちなみに上記のインタビュー取材先の他にも、ピープル・ツリーと

Lee が共同でオーガニックコットンを使用したデニムを開発・発表し

たという動きがあったり、シャプラニールの事務局長とネパールのフ

ェアトレード団体（W SD O）代表との講演会を聴く機会があったため、

それについても取材を行った 1 2。ピープル・ツリーと Lee に関しては

フェアトレード団体と企業の 1 つの連携事例であるが、企業が持って

いた製造工場における生産者の労働環境への問題意識が、フェアトレ

ードの理念に重なったために実現したものだという。このように、特

にフェアトレードに取り組もうという姿勢がなくとも、企業の持つ問

題意識がフェアトレードの理念に一致すれば団体との連携に至るケ

ースもあるということ、またシャプラニールにおいてはもう 1 つのフ

ェアトレード団体の取り組みを聴く目的で取材を行い、講演会のよう

なイベントや委託販売を行うことでフェアトレードの認知を広げる

取り組みを行っているということを知ることが出来た。  

	 いずれにしても、企業は規模的な意味で影響力を強く持つが、異な

る理念を持つ活動に対しては取り組みにおいて難点が出てくること

で、企業にとっても支援先にとってもデメリットとなる可能性がある。

取材先は比較的フェアトレードに対して関心の高く持つ企業だった

が、土屋氏が言う「売れなくなったらやめる」という企業の声は、お

そらく一般企業に共通した本音だろう。現場への取材調査は、企業と

フェアトレードの違いをはっきりと浮き彫りにしたものとなった。

                                                             
1  2014 年 10 月 19 日、「 L ee×P eop le  T ree  コラボデニムトークショー」にて取
材。  
2  2014 年 10 月 22 日、シャプラニール主催イベント「フェアトレード生産現
場の生の声を聞いてみよう」にて取材。  
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第 6章 	 総括〜生産者志向の製品を消費者に近づけるには〜 	 

 

第 1節 	 企業とフェアトレードの“ギャップ” 	 

 

	 ここまで見てきた中で、第 5 章で繰り返し述べたように企業がフェ

アトレードに取り組む際に最も大きな課題となってくるのが“スタン

スの違い”だと感じた。企業はあくまでも「消費者に売れる商品」を

作りたいため、商品を売ろうとする際にはどうしても消費者に向けた

マーケティングから始めることとなる。一方でフェアトレードは、本

来の目的として生産者の生活を改善するという「生産者志向」の目的

を根本に持っているため、フェアトレードを専門に事業を展開する組

織はまず生産者を見ることから始めるのだ。この違いが、企業とフェ

アトレードの埋まらない“ギャップ”なのである。フェアトレードが

南北格差から生まれたものである以上、このベクトルの違いが生まれ

るのはある意味当然のことともいえるだろう。フェアトレード団体が

利益を重視する企業のフェアトレードへの取り組みを危惧している

こともこれが大きな原因で、消費者への ”普及 ”のためにはまず企業が
その問題を正しく認識しなくては、消費者にフェアトレードの背景や

理念を正しく伝えることができない。筆者は、そもそもの方向性の違

いにより、企業が根本的な考え方を変えない限りは企業がフェアトレ

ードに取り組んだとしてもその効用は最大化されないのではと考え

ている。  

 

第 2節 	 2 つのフェアトレード 	 

 

	 第 2 章で、フェアトレードには「認証型フェアトレード」と「提携

型フェアトレード」の 2 つの形があることについて触れた。認証型は

FLO（日本の場合は FLJ）を通して認証を取得し、ラベルを商品に貼

付することでそれがフェアトレードの形式を経て輸入販売されてい

るものであることを示すもの、提携型は特に認証は取得せず、製品を

取り扱う主体が直接生産者と関係を持つことでフェアトレードを行

うもので、自分たちで輸入・卸・販売までを一貫して行うことが多い。 	 

そしてこの 2 つのフェアトレードには、それぞれメリットとデメリッ

ト、そして獲得しうるターゲットの違いが存在する。  

	 まず認証型については、商品にラベルが貼り付けられていることで、
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その商品がフェアトレードのものであるということが消費者にひと

目で伝わりやすいのが最大の強みだろう。しかし、サプライチェーン

全体において認証を取得し、定期的にライセンス料を払わなければな

らないことは確実にコスト面においてデメリットとなるため、ラベル

製品を確実に売り上げなければ損失となることは企業にとってのリ

スクである。また、生産者においてもライセンス料が負担になる点は

確実にデメリットであるし、公正な取引を経て得る収入とライセンス

料の間に差を生まなければ元も子もないということになってしまう。

現在、企業では提携型よりも認証型のフェアトレードへの取り組みが

圧倒的に多い。消費者への認知という点においては認証型は多くの消

費者に対して分かりやすさでアピールすることができるため大きな

効果を発するかもしれないが、ラベルを貼るという行為だけでは根本

的な問題の解決には至らないし、普及にも繋がりづらいだろう。消費

者に見えるのはあくまで“ラベル”であり、“生産者”ではない。  
	 次に、提携型についてはフェアトレード製品を取り扱う主体が生産

者と直接関係を持ち、生産者からの買い取り・輸入から卸・消費者へ

の販売までを行うため、生産者と消費者の距離が短いという特徴があ

る。これは生産者の支援という目的を忘れてはならないフェアトレー

ドにおいて非常に重要な意味があると考えている。その一方で、距離

を短くするがゆえに流通のプロセスを一手に担う組織に相当な負担

があることが提携型の懸念点ではある。しかし、フェアトレードの本

来の目的においては、生産者のことが常に考えられている状態にある

ことが多いため、損ないがちな目的を実現できるというのはフェアト

レードの本質に合っているものだ。提携型の製品に関しては、ネパ

リ・バザーロのように特にラベルを貼らずに販売する場合においては

フェアトレードということはひと目では分かりにくい。そのため、比

較的社会関心の強い層へのアプローチが可能ということになるが、そ

の層が決して多くはなくても、その分その客に対して伝えることがで

きる情報の濃さが強みともいえるだろう。  
	 認証型と提携型、この両者の強みを活かす方法はないのだろうか。

取材において、中間氏が「社会貢献に対して意識が高く、ある程度の

大企業であれば、フェアトレード団体と連携をせずに自分たちで直接

生産者と契約を結び、製品を輸出入して販売するというすべてのプロ

セスを担う場合もある。」と言っていたように、そのような企業がさ

らにその扱うフェアトレード製品の認証を取れば、認証型と提携型の
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両方の実現ができるのかもしれないと考えた。しかしこの形式を取る

場合、企業には流通を一手に引き受ける義務とすべてのライセンス料

の負担義務が課せられることになるため、実現の可能性は低いだろう。 

	 ともかく、フェアトレードとひとくちに言っても、認証型と提携型

ではまったく特徴や形式、対象などが異なってくるということを覚え

ておきたい。  

 

第 3節 	 企業に求められること 	 

 

	 企業がフェアトレードに取り組もうとしたとき、企業に求められる

ことは何か。それは、土屋氏が言っていたような持続的な取り組み、

生産者に輸出量や価格で無理をさせないこと、そしてフェアトレード

価格への理解、という 3 点に象徴されるような、フェアトレードの本

質への理解が大前提として挙げられる。また、第 3 章の消費者調査で

明らかになっているように、フェアトレード製品を購入することがで

きる場所や商品バリエーションの拡大も次点で課題となってくるが、

あくまでこのようにマーケティング的にフェアトレードを捉えるこ

とは、フェアトレードへの充分な理解という大前提を果たした上でな

ければならないと思う。  

	 Shahzad ,  S i l l anpaa（ 2013）は、フェアトレードが企業の中で成長し

ている CSR の中にいかに関わっていくかを取り上げた論文で、フィン

ランドの Rei lu  K auppa というラベル認証と生産者支援、消費者教育を

行う N PO 団体の事例について取り上げ、フィンランドではフェアト

レード製品の需要や消費者の購買意欲が高まっていることを示しな

がら、その社会の動きに応じて企業も社会的責任の本質を認識して

CSR に取り組むべきであり、また生産者も重要なステイクホルダーと

して認識すべきと提案している 1。  

	 震災以降、人々の社会貢献意識も高まりを見せ、フェアトレードの

認識も少しずつ増えている日本において、文化的背景は異なってもフ

ィンランドでの先行事例から学ぶことも多い。社会的責任の本質を理

解して CSR に取り組むことは、フェアトレードに限らずすべての企業

の CSR 活動全般に言えることである。また、生産者を重要なステイク

ホルダーとして認識すべきというのは新たな視点だろう。確かに、企

業が生産者のことを企業を取り巻く重要なステイクホルダーと捉え

ることで、彼らとの関係は確実に変わってくるだろうということが予
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測できる。  

	 取り組む問題に対しての正しい認識と理解、すぐに取り組みを中止

しない粘り強い姿勢、生産者を重要なステイクホルダーと捉えること、

これがフェアトレードに取り組み、フェアトレードの本来の目的を達

成するために企業に課せられる義務だと筆者は考える。そのうえで消

費者に対して購入機会を増やしたり、商品バリエーションを拡大する

取り組みを試みることは大いに良いと言える。「生産者志向の商品を

いかに消費者に近づけるか」という問題においては、フェアトレード

の特性上意識の高い消費者に限られてしまう可能性もあるというこ

とがあり、企業がフェアトレードに取り組もうとすれば、消費者への

啓発が必要になり、そのために企業が理解することが必然的に必要に

なってくるのではないだろうか。  

	 ここで言いたいのは、企業がフェアトレードに取り組む以上は、消

費者だけに傾倒しすぎない姿勢が必要であるということだ。人々や企

業の社会に対する意識が高まっている今、企業がそのような姿勢を持

つことさえできれば、企業が消費者に対して背景を伝えることでフェ

アトレードの普及に貢献できるようになるだろう。  

 

第 4節 	 日本のフェアトレードの今後 	 

 

	 教育現場におけるフェアトレードの登場、熊本市のアジア初の「フ

ェアトレード・シティ」の認証取得 2 3など、日本国内でもフェアトレ

ードにおける新たな動きは始まっており、人々がフェアトレードに意

識を向ける機会は確実に増え始めている。この時期であるからこそ、

私はフェアトレードに取り組む主体に、フェアトレードの本質を見失

わないように警告したいと思う。フェアトレードの本質を見失うこと

は生産者を見なくなることであり、フェアトレードと言いつつも、そ

の本来の目的すらも果たせなくなってしまうおそれがある。普段の経

営活動において消費者に対して考えるような企業は、特にその傾向が

顕著である。しかし、ここを損なえば、反対に生産者を苦しめる結果

になるなど社会貢献活動が偽善になってしまいかねないと同時に、社

会に対して間違った形でフェアトレードを広めてしまう危険がある。

フェアトレード団体は、おそらく今そのことを最も危惧しているのだ。 

	 そもそも企業の社会貢献活動は、企業の経営活動において損なわれ

る可能性のある自然や人々の生活環境などの対象に対して責任を負



 81 

うものだ。経営活動において、忘れてしまいがちな対象に対して目を

向けるということは、どんな社会貢献活動においても重要と言えるの

かもしれない。フェアトレードにおいてはそれが“生産者”である以

上、消費者の利害に直接関わることが少なく、そのため彼らの利益に

ついて忘れられてしまいがちなのだと考える。  

	 取り組む主体が、取り組む対象に対してしっかりと把握すること。

フェアトレードには特にその姿勢が強く求められる。フェアトレード

は、生産者の人生がかかっている以上決して盛衰のあるブーム的な運

動にしてはいけない。企業は、自分たちからではなく社会からの要請

によって CSR 的な活動に踏み切ることも多いが、社会のムーブメント

が衰えたからといって簡単には取り組みをやめてはいけない仕組み

がフェアトレードにはある。生産者の生活が私たち消費者にかかって

おり、普及なくしては非常に不安定な貿易モデルとなってしまうのだ。

フェアトレードの“普及”に至るまでにはまだまだ様々な課題と険し

い道程が待っているが、この課題さえ乗り越えることができれば、企

業は確実に大きな影響力をもって“普及”に貢献することができると

考えている。今後、企業が CSR の本質、そしてフェアトレードの本質

を理解して、生産者に対して責任を果たす責任を果たすために動いて

いくことを期待したい。

                                                             
1  S h a h z a d ,  S i l l a n p a a（ 2 0 1 3） p p 2 5 0 ~ 2 5 2  
2  2 0 1 1 年 6 月 4 日、熊本市は「フェアトレード・シティ」として認定された。 
3	 “ フェアトレードタウンとは、市民、行政、企業、小売店、学校など街全体

でフェアトレードを応援する市町村、群、県などの自治体のことです。フェア

トレードタウンの行政、市民団体、学校、企業、そしてそこに住む住民などは、

皆が一体となって、フェアトレード製品を積極的に購入・販売し、フェアトレ

ード啓発イベントを開催するなどして、フェアトレードを広めるための活動を

積極的に行います。”（ F L J	 フ ェアトレードタウン 	 

h t t p : / / w w w . f a i r t r a d e - j p . o r g / g e t _ i n v o l v e d / 0 0 0 0 2 9 . h t m l  ） 	 
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